2016年9月10日～12日
戦争法強行から1年、北朝鮮核実験、加藤紘一氏死去、二階氏共謀罪慎重、民進党代表選挙、高江、別府盗撮、社説（9・11、高江機動隊、川内原発、兵器研究助成、ほか）
しんぶん赤旗2016年9月11日(日)

戦争法廃止・立憲主義回復　各地の行動予定　（下）

　戦争法の成立が強行されて１年。戦争法の廃止、立憲主義の回復などを求める四国、九州・沖縄地方の行動予定を紹介します。東海、関西地方は９日付に、北海道・東北、関東、北陸・甲信越、中国地方は１０日付に掲載しました。新たに分かった行動予定を後日、追加分として紹介する予定です。

四国

　【徳島】

　◆１９日、徳島駅前。戦争法廃止！昼休み宣伝。午後０時半。主催＝徳島憲法共同センター。

　◆１９日、徳島市のあわぎんホール（県郷土文化会館）５階。戦争法廃止！９・１９徳島集会とパレード。午後３時。主催＝九条の会徳島。

　◆１９日、徳島駅前。戦争法廃止！県内４野党共同街頭宣伝。午後４時半。

　【香川】

　◆１９日、高松市の琴電瓦町駅前。集会、ピースウオーク「戦争法廃止、改憲阻止、香川県民集会」。午後２時。主催＝市民連合＠かがわ、総がかり香川の会。

　【愛媛】

　◆１９日、松山市の坊っちゃん広場。「戦争法強行採決１年　９・１９抗議行動　集会・パレード」。午後１時。主催＝憲法９条をまもる愛媛県民の会など。

　【高知】

　◆１９日、高知市の丸ノ内緑地。戦争法を廃止させる１９日行動。午後１時。主催＝戦争させない！戦争行かない！高知憲法アクション。

　◆１９日、四万十市の日本共産党幡多事務所の駐車場。戦争法を発動させない全国統一１９日行動。午後４時半。主催＝戦争法を許さない幡多の会。

　◆１９日、須崎市の中村街道交差点。戦争法を許さないスタンディング行動。午後５時。主催＝戦争法を許さない須崎市民の会。

　◆１９日、いの町役場前。戦争法を許さない街頭宣伝。午後５時。主催＝戦争法の廃止をすすめるいの町民の会。

　◆１９日、佐川町。桜座前。戦争法を許さない街頭宣伝。午後６時。主催＝うちの子もよその子も戦場に送らない佐川町民の会。

　◆１９日、土佐市のサンプラザ土佐ショッピング店前。街頭宣伝。午前７時１５分。主催＝土佐市九条の会。

九州・沖縄

　【福岡】

　◆１６日、福岡市南区大橋１丁目の西鉄大橋駅西口。戦争法を許さず廃止を求める署名宣伝＆怒りの集会。午後５時半。主催＝福岡市南区革新懇話会、福岡市南区９条の会。

　◆１８日、宗像市三郎丸５丁目の赤間西コミセン。「静かに忍びよるファシズム　九条の会学習講演会」。午後２時。参加費５００円。主催＝むなかた九条の会。

　◆１９日、福岡市中央区天神２丁目の福岡パルコ前。憲法違反の安保法の廃止を求める街頭宣伝行動。午後１時。主催＝福岡県弁護士会。

　◆１９日、福岡市中央区天神２丁目のソラリアステージ前。「９・１９忘れない戦争法廃止求める天神いっせい行動」。午後１時。主催＝九条の会福岡県連絡会。

　◆１９日、福岡市早良区百道２丁目の早良市民センター。「９・１９～強行採決から１年～憲法学習会＆パレード」。午後３時。主催＝戦争させない・９条壊すな！総がかり行動早良区ネットワーク。

　◆１９日、福岡市西区姪の浜４丁目の地下鉄姪浜駅南口。「アベ政治を許さない　憲法９条は日本の宝　抗議集会」。午後５時。主催＝西区九条の会。

　◆１９日、糸島市前原東２丁目の伊都文化会館。「私たちは忘れない戦争法採決から１年　９・１９糸島市民集会」。午後２時。主催＝戦争法廃止・糸島市民共同ネット。

　◆１９日、筑紫野市立明寺のイオンモール筑紫野前。戦争法廃止を求めるスタンディング。午後５時。主催＝戦争をさせない筑紫・朝倉の会。

　◆１９日、筑紫野市二日市中央６丁目の西鉄二日市駅前。レッドアクション。午後２時。主催＝新日本婦人の会筑紫野、太宰府。

　◆１９日、大野城市錦町４丁目のイオン大野城前。署名宣伝行動。午後４時。主催＝九条の会春日、大野城。

　◆１９日、久留米市六ツ門の久留米シティプラザ。「『困った』を希望に変えるには？生活と政治と選挙の話」。午後２時。主催＝安保法制廃止、市民のくらしを守る久留米実行委員会。

　◆１９日、大牟田市原山町の中央地区公民館。ドキュメンタリー映画「不思議なクニの憲法　声をあげる　私たち」。午後２時。入場料５００円。主催＝戦争させない・９条壊すな！総がかり行動おおむた実行委員会。

　◆１９日、飯塚市の飯塚バスセンター付近。戦争法廃止１９日共同行動。午後２時。主催＝悪政許さんバイ実行委員会、９条の会筑豊、地球の子ほか。

　◆１９日、飯塚市のコミセン（イイヅカコスモスコモン向かい）。「日本国憲法」学習会。午後４時。主催＝平和に生きる憲法の会。

　◆１９日、飯塚市の浄土真宗明円寺（旧筑穂町）。「第１回公開講座この国の憲法状況と真宗」。午後７時。主催＝西嘉穂組御同朋の社会をめざす運動（実践運動）委員会。

　◆１９日、直方市のイオン正面入り口前。宣伝行動。午後５時。主催＝総がかり行動直鞍地区実行委員会。

　◆１９日、行橋市の井尻川公園。「９・１９　１周年怒りの行動」集会とパレード。午後５時半。主催＝戦争法廃止京築の会。

　◆１９日、北九州市小倉北区の小倉リバーウオーク横噴水広場。「ＮＯ　ＷＡＲ　平和をあきらめない北九州集会」、デモ行進。午後１時半。主催＝平和をあきらめない北九州ネット。

　◆１９日、北九州市若松区の久岐の浜ひろば（若松駅横）。「戦争法の廃止をもとめる若松地区集会」、デモ行進。午後４時。主催＝戦争法を廃止させる若松の会。

　◆１９日、那珂川町・道善交差点近くのサニー前。リレートーク、スタンディング。午後４時半。主催＝那珂川アクション（実行委員会）。

　◆１９日、太宰府市の太宰府政庁跡。スタンディング。午後３時。主催＝太宰府アクション。

　【佐賀】

　◆１９日、佐賀市のどん３の森。「安保法制（戦争法）強行成立９・１９を忘れないピースフェスティバル」。午前１０時。主催＝実行委員会。

　【長崎】

　◆１７日、島原市新町の島原市中央公園。集会・デモ行進。午後２時。主催＝９条壊すな！戦争法の廃止を求める島原行動。

　◆１８日、佐世保市戸尾町５のさせぼ市民活動交流プラザ。憲法についての学習会。講師＝長崎大学教授の井田洋子さん。午後１時半。主催＝戦争する国づくりに反対する市民の会。

　◆１９日、長崎市築町の鉄橋。「安保法制廃止・市民行動」リレートーク集会。午後４時半。主催＝長崎市民連合。

　◆１９日、大村市東三城町の大村駅前公園。「１年たっても違憲は違憲」リレートーク集会。午後４時。主催＝大村総がかり行動実行委員会。

　【熊本】

　◆１９日、熊本市の辛島公園。安全保障関連法を廃止させる熊本県民大集会。午前１１時。集会後デモ。主催＝秘密保護法廃止！くまもとの会。

　【大分】

　◆１７日、宇佐市の瀬社橋交差点。戦争法廃止スタンディング。午後４時。主催＝戦争法の廃止を求める宇佐市民の会。

　◆１９日、大分市のＪＲ大分駅北口広場。「戦争法廃止、憲法改悪許さないおおいた集会＆パレード」。午前１１時。主催＝平和をめざすオールおおいた。

　◆１９日、豊後大野市の元三重高校前。戦争法廃止スタンディング。午後２時。主催＝豊後大野九条の会、戦争法に反対する有志の会。

　◆２０日、中津市のＪＲ中津駅南口。「戦争法廃止、９・１９を忘れない中津地区総決起集会」。午後６時。主催＝戦争法廃止中津市実行委員会。

　【宮崎】

　◆１９日、宮崎市橘通り４丁目の山形屋前交差点。「安保法制強行採決から一年　戦争する国にさせない９・１９宮崎県民集会」。午後３時。主催＝安保法制廃止を求めるオールひむかネット。

　◆１９日、都城市上町の広口交差点。集会。午後６時。主催＝総がかり行動ｉｎ都城実行委員会。

　◆１９日、延岡市の南延岡駅そばのマックスバリュ南延岡店前。スタンディング、「アベ政治を許さない」延岡いっせい行動。午後１時。主催＝戦争法を許さない延岡の会。

　【鹿児島】

　◆１９日、鹿児島市のみなと大通り公園（市役所前）。「戦争法廃止！県民大集会。私たちは『１９日』をわすれない！」。午後２時。主催＝憲法壊すな・戦争法廃止！かごしまの会。

　【沖縄】

　名護市辺野古への米軍新基地建設反対、東村高江への米軍ヘリパッド建設反対のたたかいが連日、おこなわれています。

対北朝鮮、制裁強化協議へ＝核実験で非難声明－国連安保理


北朝鮮の核実験を受けた国連安保理緊急会合後、記者会見する日本の別所浩郎国連大使＝９日、ニューヨークの国連本部
　【ニューヨーク時事】国連安全保障理事会は９日、緊急会合を開き、北朝鮮が同日行った核実験への対応を協議した。会合後、核実験を強く非難する報道機関向け声明を発表し、「適切な措置」を取るための作業を直ちに開始すると表明。北朝鮮に対する制裁強化に向け、協議を始める方針を明らかにした。
　会合は日米韓の要請で開催。中国を含む理事国全１５カ国の合意で声明がまとめられた。
　声明は「適切な措置」について、経済制裁など非軍事的な強制措置を可能にする国連憲章４１条の下で行われると明記した。日本の別所浩郎国連大使は記者団に、日本として「新たな安保理決議に基づく新たな措置を求める」と述べ、新しい制裁決議の採択を目指す方針を強調した。日米や中国を軸に協議が行われる見通しだ。
　安保理はこれまで、北朝鮮による核実験や弾道ミサイル発射を受け、金融取引や貿易の規制、関係者・団体の資産凍結や海外渡航制限といった制裁措置を科し、徐々に強化してきた。パワー米国連大使は会合前、記者団に対し、現行の制裁措置の厳格な履行を目指しつつ、新たな制裁を目指す考えを表明した。
　拒否権を持つ常任理事国の中国は、北朝鮮の核実験を非難しながらも、制裁強化には慎重な立場を取ってきた。中国の劉結一大使は会合後、記者団に「事態を悪化させる恐れのある挑発やあらゆる行動は、双方が自制すべきだ」と指摘した。北朝鮮に対する一方的措置へのけん制を示唆したものとみられる。
　パワー大使は「安保理の分裂は、北朝鮮を新たな挑発へとつけ上がらせるだけだ」と述べ、理事国が一致して強い姿勢を示す必要性を強調した。（時事通信2016/09/10-09:06）
しんぶん赤旗2016年9月11日(日)

北朝鮮を「強く非難」　安保理　制裁強化協議　核実験強行で声明

　【ワシントン＝島田峰隆】国連安全保障理事会は９日、非公式の緊急会合を開き、北朝鮮による核実験を「強く非難する」とした報道機関向け声明を発表しました。声明は「安保理決議違反の深刻さを踏まえて、安保理は適切な措置を取るための作業を直ちに始める」とのべ、制裁強化を含む対応を協議する姿勢を示しました。

　緊急会合は、日米韓３カ国の要請で開催｡声明は､中国を含む理事国全１５カ国の合意でまとめられました。

　声明は、北朝鮮の核実験について、これまでの安保理決議を「著しく無視したもの」だと批判し、「国際の平和と安全に対する明白な脅威が存在し続けている」と指摘しました。

　また安保理が、北朝鮮が核実験などを再度強行すれば「さらなる重大な措置」を取ると警告してきたことを想起。経済制裁や外交関係断絶など非軍事的措置を定める国連憲章４１条に基づく「適切な措置」を取るとのべ、これまでの声明より、一歩踏み込みました。

　米国のパワー国連大使は会合に先立って安保理決議の履行とともに、新たな制裁を目指す意向を示しました。これまで制裁強化に慎重だった中国の劉結一大使は会合後、「すべての関係国は相互の挑発行為と、状況を悪化させかねない行動を慎むべきだ」と述べました。

ミサイル防衛、より困難に＝北朝鮮の技術向上で
　北朝鮮の５回目の核実験を受け、政府内では日本が射程に入る核弾頭搭載弾道ミサイルの実戦配備への脅威が高まっている。北朝鮮がミサイル技術を向上させているのは明らかで、日本は防衛体制の課題に直面している。
　稲田朋美防衛相は１０日、韓国の韓民求国防相と電話で会談し、北朝鮮への対応で緊密な協力を行うことで一致。この後、安倍晋三首相と東京都内のホテルで面会。会談内容などを報告したとみられる。
　北朝鮮は９日、「核弾頭の爆発実験に成功した」と発表。仮に核の小型化に成功していれば、日本が射程に入る弾道ミサイルへの搭載に道を開くことになり、日本全土が核ミサイルの脅威にさらされることになりかねない。
　日本の弾道ミサイル防衛は、イージス艦に搭載する迎撃ミサイルＳＭ３が大気圏外で迎撃し、失敗すれば、地対空誘導弾パトリオット（ＰＡＣ３）で地上から撃ち落とすという二段構えだ。
　防衛省は北朝鮮の相次ぐミサイル発射を受け、防衛システムの強化を進めており、ＳＭ３は能力向上型を配備。ＰＡＣ３も迎撃範囲を拡大する方向だ。（時事通信2016/09/10-17:45）
米は制裁強化へ働きかけ強化 北朝鮮は対決姿勢を前面に
ＮＨＫ9月12日 6時21分
北朝鮮が５回目の核実験を行ったことを受け、アメリカが政府高官を日本や韓国に派遣して北朝鮮への制裁の強化に向け働きかけを強めているのに対し、北朝鮮は今後も核やミサイルの開発を推し進めるとして、アメリカとの対決姿勢を前面に打ち出しています。
北朝鮮が今月９日、５回目の核実験を行ったことを受け、アメリカのオバマ大統領は声明を発表し、「地域の安全保障と世界の平和や安定にとって重大な脅威だ」と強く非難し、北朝鮮への圧力を強める考えを示しています。
アメリカ政府で北朝鮮問題を担当するソン・キム特別代表は、１０日、日本を訪れ、１１日、外務省の金杉アジア大洋州局長と会談し対応を協議したのに続いて、１２日からは韓国を訪問する予定です。
アメリカとしては、日米韓が連携して北朝鮮に対する独自制裁を強化するとともに、国連安全保障理事会での新たな制裁決議の採択に向け、各国への働きかけを強める考えです。
一方、北朝鮮は１１日、オバマ大統領の声明に対抗して談話を発表し、「核弾頭爆発実験はアメリカをはじめとした敵対勢力らの核の脅しと制裁に対する対抗措置の一環だ」として、強い反発を示しました。
そのうえで、「アメリカのたび重なる核の脅しからわれわれの尊厳と生存権を守るため、核武力の質・量的強化措置は続くだろう」として、今後も核やミサイルの開発を推し進めるとして、アメリカとの対決姿勢を前面に打ち出しています。
対北朝鮮、独自制裁準備＝拉致解決へ対話模索－菅官房長官
　菅義偉官房長官は１１日、新潟県三条市で講演し、核実験を強行した北朝鮮への対応について「日本独自の制裁をしっかりと行う準備をするよう安倍晋三首相から指示があった。政府と与党がしっかり連携して取り組みたい」と説明した。
　菅長官は「北朝鮮がミサイルに核爆弾を搭載できる技術を持ったら、日本にとっては大変なことになる」と危機感を表明。「これ以上、危険な状況にならないよう国連で制裁決議を科すべく全力を挙げる」と語った。
　北朝鮮による日本人拉致問題にも言及し、「対話の窓口は閉ざすことなく、首相を先頭に全力で取り組む」として、制裁を強化しても解決に向けた対話は引き続き模索する考えを示した。（時事通信2016/09/11-16:42）
５回目核実験、北脅威論が米で強まる　「運用能力　急速に進展」

東京新聞2016年9月11日 朝刊

 　【ワシントン＝石川智規】北朝鮮が五回目の核実験を強行したことを受け、米国内で九日、北朝鮮への脅威論が急速に広がった。米政府は核兵器を含む兵器の運用能力が急速に進展していることを認め、米メディアも「脅威が加速している」と、北朝鮮を過小評価してきたこれまでの態度を変え始めた。

　「全体的に運用能力が発展している」。米国防総省の高官は九日、苦々しい表情を浮かべながらこう語った。

　二〇〇九年に発足したオバマ政権は「戦略的忍耐」政策のもと、北朝鮮の挑発に過剰反応せず、非核化を粘り強く求める立場を貫いてきた。だが、北朝鮮は五回の核実験のうち四回をオバマ政権下で実施。政権内には、これまでの北朝鮮によるミサイル発射実験などを「失敗が多い」とし、脅威を過小評価する向きもあった。

　しかし、北朝鮮が八月下旬に潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）を発射し、今回核実験を強行したことで、米政府は一気に危機感を募らせた。

　国防総省のデービス報道部長は九日、北朝鮮が主張する核弾頭の小型化成功を「事実だとみなす必要がある」と指摘。これまで成功に否定的だった政府見解の撤回を迫られた。弾道ミサイルに搭載可能なレベルに達すれば脅威は格段に高まる。

　ワシントン・ポスト紙は「これまでの実験を経て、北朝鮮は米本土に核ミサイルを飛ばす段階に近づきつつある」と分析。ニューヨーク・タイムズ紙も「次の大統領は北朝鮮が持つ核兵器への最前線に立たされる」と指摘した。

官房長官 安保理制裁決議の早期採択目指す
ＮＨＫ9月11日 16時56分
菅官房長官は新潟県三条市で講演し、北朝鮮による核実験を受けて、北朝鮮に影響力を持つ中国とロシアへの働きかけを強め、国連安全保障理事会での新たな制裁決議の早期採択を目指すとともに、日本独自の新たな制裁措置の検討も進める考えを示しました。
この中で、菅官房長官は、北朝鮮が９日、５回目の核実験を行ったことについて、「核実験は約３年に１回だったが、前回からたった８か月後に核実験があった。その間に何発となくミサイルを発射している。ミサイルに核爆弾が搭載される技術を持ったら、日本にとっては大変なことになる」と述べました。そのうえで、菅官房長官は「日米韓がしっかり連携すると同時に、中国やロシアにも働きかけをして、もうこれ以上危険な状況にならないよう、国連で制裁決議を科すべく全力で取り組んでいる」と述べ、国連安全保障理事会での新たな制裁決議の早期採択を目指す考えを示しました。また、菅官房長官は「日本独自の制裁もしっかり行うように安倍総理大臣から準備するよう指示があった」と述べ、日本独自の新たな制裁措置も検討を進める考えを示しました。さらに、菅官房長官は、北朝鮮による拉致問題の解決は安倍内閣の最優先事項だとして、「行動対行動」、「対話と圧力」の原則にたって取り組んでいく考えを強調しました。
日米政府高官 速やかに北朝鮮への制裁強化を
ＮＨＫ9月11日 13時22分
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北朝鮮による核実験と弾道ミサイルの発射を受けて、日米の政府高官が外務省で会談し、北朝鮮に対する最大限の強い制裁措置が必要だという認識で一致し、韓国も含めた３か国で緊密に連携して、独自の制裁措置も含め、対応を強化していくことを確認しました。
外務省の金杉アジア大洋州局長とアメリカ国務省で北朝鮮問題を担当するソン・キム特別代表が、１１日昼前、外務省で会談し、核実験と弾道ミサイルの発射を繰り返す北朝鮮への対応を協議しました。
この中で、両氏は、北朝鮮が５回目の核実験を行ったことは断じて容認できず、北朝鮮に対する最大限の強い制裁措置が必要だという認識で一致し、日本、アメリカに韓国を加えた３か国で緊密に連携して、独自の制裁措置も含め、対応を強化していくことを確認しました。そのうえで、両氏は、ことし３月に国連安全保障理事会で採択した決議に違反して北朝鮮が核実験を強行したとして、新たな制裁措置を盛り込んだ厳しい内容の決議を求めるとともに、中国に対して北朝鮮に影響力を行使するよう働きかけを強めていく方針で一致しました。
ソン・キム特別代表は、今後、韓国を訪問することにしていて、一連の訪問を通じて、北朝鮮のさらなる挑発行動を阻止するため、日米韓３か国の連携を確認したい考えです。
特別代表「最も強力な対応をできるだけ早く」
アメリカ国務省で北朝鮮問題を担当するソン・キム特別代表は外務省で金杉アジア大洋州局長との会談のあと、報道陣の取材に対し、「北朝鮮の挑発的で危険な行動、それに、国連安全保障理事会の決議に違反する行動により、地域が脅威にさらされている」と述べ、北朝鮮を強く非難しました。そして、「安保理には、北朝鮮に対して最も強力な対応をできるだけ早く行う責任がある。安保理での行動に加えて、日米韓の３か国でそれぞれ独自の制裁や３か国が協力して実行できる制裁についても検討したい」と述べました。
さらに、中国に対しては、「これまでの安保理の制裁決議を着実に実行するように、日本と協力して働きかけていく」と述べ、北朝鮮に対する影響力を行使するよう促す立場を示しました。
米爆撃機、朝鮮半島出動へ＝韓国メディア
　【ソウル時事】聯合ニュースなど韓国メディアは１１日、北朝鮮の５回目の核実験強行を受けて、米戦略爆撃機が早ければ１２日にも、朝鮮半島に出動すると報じた。韓国防衛の決意を強調し、北朝鮮をけん制する狙いがあり、グアムのアンダーセン空軍基地に展開しているＢ１ＢかＢ５２の可能性が高いという。
　北朝鮮の４回目の核実験直後の１月１０日には、Ｂ５２爆撃機１機が韓国上空を飛行した。（時事通信2016/09/11-22:47）
空母「ロナルド・レーガン」参加か＝来月の米韓合同演習
　【ソウル時事】聯合ニュースなど韓国メディアは１１日、黄海や韓国南部沖で１０月に行われる米韓合同演習に、米海軍横須賀基地を拠点とする原子力空母「ロナルド・レーガン」が参加すると報じた。５回目の核実験を強行した北朝鮮をけん制し、新たな挑発行為を抑止する狙いがあるという。
　１０月１０日から１５日にかけて行われる演習では、朝鮮半島有事を想定し、北朝鮮の指揮系統を含め中核施設に攻撃を加える訓練が実施される計画。北朝鮮が一層反発を強めるのは必至だ。
　この報道に関し韓国国防省当局者は「演習の日程以外は確認できない」と述べた。（時事通信2016/09/11-11:59）
軍事情報協定締結を要請、稲田防衛相が韓国側に

読売新聞2016年09月11日 00時00分

　稲田防衛相は１０日、韓国のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(ハンミング),韓民求)国防相と電話で会談し、北朝鮮の核実験を受け、日韓が防衛機密を共有するための軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）の早期締結を呼びかけた。

　韓氏は国内世論を見極めながら協議を進める意向を示した。

　日韓のＧＳＯＭＩＡを巡っては、２０１２年６月に締結予定だったが、韓国側が国内世論の反発を受け、署名直前にキャンセルした経緯がある。稲田氏と韓氏は電話会談で、日韓、日米韓の情報共有などでの連携を改めて確認した。これに関連し、日米韓３か国は１０日、防衛当局局長級によるテレビ会議を開催した。

　また、日米両政府は、自衛隊と米軍の緊密な連絡・調整を行う協議機関「同盟調整メカニズム」の局長級テレビ会議を１０日に開催した。

防衛相 対北朝鮮で日米韓の緊密協力確認
ＮＨＫ9月10日 11時34分
稲田防衛大臣は、北朝鮮による核実験を受けて韓国のハン・ミング国防相と電話で会談し、アメリカを含めた日米韓３か国が緊密に協力していくことを確認するとともに日韓両国が安全保障上の機密情報を共有するための協定の早期締結を呼びかけました。
稲田防衛大臣は、北朝鮮が９日に５回目の核実験を実施したことを受けて１０日午前９時前からおよそ１５分間、韓国のハン・ミング国防相と電話で会談しました。
この中で稲田大臣は、「北朝鮮による核実験は関連する国連安全保障理事会の決議に明確に違反するものであり、断固として非難する。日米韓の情報共有取り決めの活用など日韓・日米韓で緊密に協力、連携していくことが重要だ」と述べました。
これに対しハン国防相は、「北朝鮮の５回目となる核実験は朝鮮半島はもちろん、世界の平和と安定を脅かす深刻な挑発行為であり、国際社会の一致した努力が重要だ」と述べ、アメリカを含めた日米韓３か国が緊密に協力していくことを確認しました。
一方、稲田大臣は日本と韓国が安全保障上の機密情報を共有するための協定の早期締結を呼びかけたのに対し、ハン国防相は「国内の世論や国会の支持を得た形で進めていく必要がある」と述べました。
産経新聞2016.9.11 07:55更新 
【北朝鮮核実験】北核ミサイルが着弾しても……自衛隊に敵基地攻撃手段なし、反撃は米軍頼み


　北朝鮮による５回目の核実験強行で、北朝鮮の核ミサイルが、日本国民にとり深刻な脅威となろうとしている。日本政府も、北朝鮮が弾道ミサイルに搭載するための核弾頭小型化を実現した可能性があると分析している。もし北の核ミサイルが弾道ミサイル防衛網を突破し、日本が広島、長崎に続く核の惨禍に見舞われたらどうなるのか。専守防衛の制約の下で自衛隊が取り得る対抗手段は極めて限定されているのが現状だ。
　「今までとは異なるレベルの脅威ということで認識が一致した」
　安倍晋三首相は９日、オバマ米大統領との電話会談後、首相官邸で記者団にこう語った。これは、核攻撃の脅威にさらされることに他ならない。
　北朝鮮が日本に核攻撃すれば、自衛隊には防衛出動が発令されそうだが問題はその先だ。たとえば、北朝鮮を支配する金（キム）正（ジョン）恩（ウン）朝鮮労働党委員長の居場所を突き止めて自衛隊が反撃することは憲法上認められていない。「海外での武力行使」を禁ずる憲法９条の下で、自衛隊は報復攻撃できないという解釈のためだ。
　ミサイルを迎撃して相手の攻撃を失敗させる「拒否的抑止」だけでは、抑止力としては十分ではない。
　それでも、憲法上許される北朝鮮領内への攻撃はミサイル基地などに限定されている。
　日本への第２撃、第３撃の核攻撃を防ぐために敵のミサイル発射台、発射車両をたたくことは望ましい。また、日本に敵基地攻撃能力があれば北朝鮮は日本が方針転換して、北の政権中枢を攻撃してくる可能性まで想定せざるを得ない。
　日本を攻撃すればそれ以上の報復を受けるかもしれない。こう思わせて攻撃を抑止する。この「懲罰的抑止」の態勢が、平和の維持には本来欠かせない。
　しかし、専守防衛一辺倒の日本は、自衛隊に、初歩的な「懲罰的抑止」につながる敵基地攻撃能力さえ政策的に認めていない。北朝鮮領内を攻撃できる戦闘機や長射程の弾道・巡航ミサイルは一切ない。
　政府は平成２５年１２月決定の防衛計画大綱に、敵基地攻撃能力保有の検討を盛り込んだが議論は進んでいない。反撃は、米軍頼みだ。
　「（核攻撃されても）米国に反撃してもらうしかない…」
　北朝鮮核実験の対応に奔走した政府高官は９日夜、こうつぶやいた。
産経新聞2016.9.11 07:55更新 
【北朝鮮核実験】真価問われる米の「核の傘」　ラッセル米国務次官補「米国が持つすべての能力を使ってわが国と日本を守る用意がある」


　「米国が持つすべての能力を使ってわが国、そして日本を守る用意がある」
　９日に稲田朋美防衛相と防衛省で会談したラッセル米国務次官補は、ゆっくりとした口調で確かめるように語った。
　オバマ米大統領のアジア歴訪に同行していたラッセル氏は給油のため立ち寄った米軍横田基地（東京都福生市）でオバマ氏と別行動を取り、稲田氏とケネディ駐日米大使の会談に急遽参加した。
　同じ日の日米電話首脳会談ではオバマ氏も「（核の傘を含む）拡大抑止を含め、米国の日本の安全保障に対するコミットメントは揺るぎない」と強調した。
　同盟国への攻撃を自国への攻撃とみなして大規模に反撃するのが「拡大抑止」だ。核攻撃があれば核兵器で報復するのが「核の傘」で、拡大抑止の柱となる。
　９日の米政府挙げての働きかけは、拡大抑止を再確認することで、北朝鮮に日本防衛の意志を示し、同時に日本の動揺を鎮める狙いがあったとみられる。
×××
　北朝鮮が米領グアムなどに核攻撃する能力を持てば、米国が自国民を犠牲にするリスクを冒して核報復するとはかぎらない。米本土への核攻撃能力を持てばなおさら懸念が募る。
　北朝鮮の核・ミサイル能力が向上するほど、米国と同盟国の間では核の傘の信頼性が低下しかねない。
　核攻撃ではないが、２０１０年１１月に発生した、北朝鮮による韓国・延坪島（ヨンピョンド）砲撃でも米軍は報復攻撃をしなかった。２３人の死傷者を出したにもかかわらず、韓国軍を含む戦時作戦統制権を握る米軍は報復攻撃をせず、米政府は非難声明を出す対応にとどめた。
　もちろん、核攻撃と延坪島砲撃とでは被害の大きさも、国際社会に与える影響も比較にならない。
　日本が三度（みたび）核の惨禍に見舞われることは決してあってはならない。北朝鮮の無法がまかり通る事態も許されない。核の傘の真価が問われるのはこれからだ。
×××
　核弾頭を搭載していなくても、北朝鮮の弾道ミサイルが日本の領土・領海に着弾して犠牲者が生じる可能性も否定できない。
　北朝鮮は先月３日と今月５日、日本の排他的経済水域（ＥＥＺ）に弾道ミサイルを着弾させた。
　付近は日本の漁船が操業する海域だった。万一直撃して死傷者が出ればどうなるか。
　信じがたいことだが、北朝鮮による「組織的、計画的な武力行使」として武力攻撃事態とするハードルは高いとされる。
　「損害賠償の請求」「関係者の厳正な処分の要求」「国連安全保障理事会決議に基づく経済制裁や日本独自の制裁」…。
　複数の政府関係者によると、日本政府が取り得る措置は外交手段によるものが中心となるという。
　自衛隊が北朝鮮の領域へ反撃できないことからくる限界だ。自衛隊にできることは「警戒・監視の強化」の名目で艦艇や航空機を北朝鮮近海へ展開したり、米軍との合同演習で北朝鮮を牽制する行動だという。
　問題は、これで北朝鮮の脅威を抑止できるかどうかだ。北朝鮮が「意図的に日本のＥＥＺを狙った」（防衛省筋）とされるミサイル発射は、日本の足下を見透かした敵対行為だった恐れもある。（杉本康士）
しんぶん赤旗2016年9月11日(日)

ゆがめられた総会の宣言と運営　アジア政党国際会議　代表団座談会

筋を通した日本共産党代表団の活動

　アジア政党国際会議（ＩＣＡＰＰ）第９回総会が、マレーシアのクアラルンプールで２日から３日まで開かれました。志位和夫委員長（団長）とともに参加した日本共産党代表団の４人が、会議の特徴や代表団の果たした役割などを語りました。

共感を広げた志位委員長の発言

　緒方　私自身、ＩＣＡＰＰ総会には第２回から参加しています。今回は一代表団の横やりで宣言も会議運営もねじ曲げられる事態が白日のもとにさらされました。総会にとって重大な事態でしたが、総会を成功させるための活動は、大義があり、やりがいがありました。

　田川　志位委員長は「東アジアの平和、核兵器のない世界をどう築くか」と題して発言しました。東アジアでの紛

	日本共産党代表団の構成

　団長　志位和夫委員長

　副団長　緒方靖夫副委員長・国際委員会責任者

　団員　森原公敏国際委員会副責任者

　　　田川実同事務局長

　　　小林俊哉国際局員


争の平和解決のために、(1)「軍事対軍事」の危険な悪循環に陥らず、どんな問題でも外交的・平和的に解決する(2)領土に関する紛争解決では、国際法に基づき、力による現状変更、武力の行使・威嚇など紛争を悪化させる行動を慎む―という二つの原則を提起しました。会場の反応や、後から寄せられた感想から、総会のメインテーマである「一つのアジア」にぴったりかみ合ったことがよく分かりました。

　小林　発言では具体的な国の名前をあげていませんが、尖閣、南シナ海などの状況は周知の通りなので、参加者には、より鮮明に受け止められたようです。議長を務めた鄭義溶（チョン　ウィヨン）ＩＣＡＰＰ事務局長は「核心を突いた発言」だったと志位さんに握手を求めました。

	[image: image5.jpg]



（写真）ＩＣＡＰＰ総会で発言する志位委員長＝３日、クアラルンプール（田川実撮影）


　森原　核兵器の問題では、国連作業部会（ＯＥＷＧ）が核兵器禁止条約の交渉を来年中に始めるよう勧告する報告を採択したことを、国際政治での画期的前進として強調しました。それは、この問題を詳しく追っていなかった参加者にも伝わったようです。インド共産党（マルクス主義）の代表は、核兵器廃絶を呼びかけてスピーチを結びましたが、後から志位さんに「あなたの発言を引用させてもらった」と言ってきました。

　小林　志位さんは英語でスピーチしたので、ストレートに伝わりました。現地マレーシアの国営通信の記者が、日本共産党の「北東アジア平和協力構想」を「興味深い」と、取材を申し込んできました。４日に配信された記事は「アジア大陸は、地域の平和と安全のため重層的な枠組みをつくってきた東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）から教訓を学べるはずだ」など、志位さんの言葉を引用しています。
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（写真）アジア政党国際会議（ＩＣＡＰＰ）第９回総会について話し合う党代表団。（左から）田川実国際委員会事務局長、緒方靖夫副委員長、森原公敏国際委員会副責任者、小林俊哉国際局員


　森原　「北東アジア平和協力構想」については、志位委員長と懇談したマレーシア戦略国際問題研究所のウォン次長も「きわめて具体的だ」と評価してくれました。ウォン氏は、韓国政府ともこの課題で意見交換していること、研究所内でも北東アジアの友好協力条約（ＴＡＣ）についても議論を始めたことを教えてくれました。「構想」の有効性を示す興味深い話でした。

　田川　出席した政党の４分の１の２２政党と意見交換できたことは、今後の役に立ちますね。一昨年の総選挙、今年の参院選と日本共産党が議席を伸ばし、野党共闘に取り組んで、現実政治への影響力を強めていることへの注目を感じました。

議論を拒否した中国共産党代表団

　田川　総会の「クアラルンプール宣言」の仕上げは、二転三転し、これまでにない事態となりました。

　森原　本紙で報じているように、党代表団は「宣言」の核兵器部分には「保留」を表明しました。２０１０年、１４年の総会宣言には入っていた「核兵器禁止条約の交渉開始」の支持・呼びかけが、削除されるという重大な後退があったからです。

　小林　宣言への提案は会議前から行っていて、７月の時点で核兵器廃絶、地域の平和・協力の枠組みの構築、国際テロ根絶についての文言の提案をＩＣＡＰＰ事務局に送っていました。「核兵器禁止条約」への言及は、前回１４年のコロンボ総会の宣言にも盛り込まれていました。

　田川　ところが総会初日の２日に参加者に配られた宣言案には、「核兵器禁止条約」という言葉はありませんでした。地域情勢の項目でも、領土に関する紛争問題を国際法に基づき解決するという当たり前の内容がなく、驚きました。すると、中国共産党の代表団が日本共産党の提案に否定的で、紛争問題の解決についても「国際法を基礎に解決」と書き込むのに反対しているとの情報も伝わってきました。

　森原　これは重大な事態だと受け止めました。志位委員長を先頭に、「核兵器禁止条約の速やかな交渉開始を呼びかける」という一文を明記することと、領土に関する紛争問題の解決で「国際法を基礎として」という言葉を入れるという内容の修正案を作成し、起草委員会に提出しました。私たちは起草委員会に入っていないので、委員会メンバーの各党に協力を要請することにし、中国共産党の代表団とも話をすることにしました。両党には、０８年の志位委員長と胡錦濤（こ　きんとう）総書記との首脳会談で“国際会議の場で核兵器廃絶などの課題で協力する”との合意がありました。

　緒方　私が２日のお昼前に、中国共産党代表団の李軍・中央対外連絡部部長助理に直接会って要請しました。しかし、彼は私たちの修正案を受け入れようとはしません。私はコロンボ総会の宣言も見せながら、「今見せた修正案と同じ内容が入ったこの総会宣言は、中国も賛成して全会一致で採択されている。しかも、中国自身これまで核兵器禁止条約の締結を主張してきた。なぜ反対するのか」とただしたのですが、李氏は「過去のことは知らない」「こういう文を入れると侵略国の日本がまるで被害国のように宣伝されてしまうという問題もある」と言うのです。日本の被爆の話もその被害についても、修正案には何も書いていないのに、です。李氏は結局、理由らしい理由も述べないまま、「この問題については議論したくない。あなた方の提案は拒否だ」と話し合いを打ち切ってしまいました。

　小林　その報告を受けて志位委員長が、緒方さんにもう１回、李氏と話し合うよう指示したのが、印象に残っています。

　緒方　２度目の話し合いでは、李氏はさすがに「日本がまるで被害国…」という発言は「間違いだった」と認めました。しかし、核兵器禁止条約の交渉開始の呼びかけを宣言案に入れることについては、「できないこともある。それをはっきりさせればいいではないか。この問題ではできないと言っている。どうして無理やりやろうとするのか。こういうやり方には反対だ」と繰り返すだけ。国際政治の公理、原則に立って自らの言葉で語れないのです。

　森原　緒方さんは理解を得るため話し合いを求め、反対の理由をたずねただけなのに、李氏は顔色を変えて立ち上がり、声も大きくなったので周りの人も驚いていました。「あなたは覇権主義だ。自分の意見を一方的に押し付けている」と、２度繰り返しました。

　緒方　私は彼に「話し合いの結果として、反対することはもちろんありうる。しかし議論を拒否したら、両党間の議論は成り立たない」と言いました。問題は相互理解の前提である議論を拒否し、一方的に相手側を論断・非難したことです。中国共産党を代表している人物が、話し合いを問答無用と打ち切り､｢覇権主義」とまで非難した。これは単に私への非難ではなく、私に李氏との話し合いを指示した志位委員長への、また日本共産党全体への非難となる。私は彼に「両党関係にとって深刻な問題だ」と言い、「この経過を公表する」と通告したところ、彼は「どうぞ、公表してください｣と繰り返し､席を立ってしまいました。

　小林　そんな状況が伝えられ、宣言に「核兵器禁止条約」が盛り込まれるか不安が高まりました。

　田川　それでも、その夜の起草委員会で、日本共産党の修正案を鄭事務局長が紹介し、「当然の提案だ」と何人かの政党代表が賛成意見を述べると、中国共産党代表団を含めて異論は出なかったとのことでした。こうして一度は、国際法も核兵器禁止条約についても盛り込まれた最終案が固まりました。

　小林　翌３日の午後には、その宣言案が配布されました。私たちはその方向で（「赤旗」の）記事も用意しました。ところが、午後５時からの閉会式が始まった後、新たに宣言案が配布されたのです。

　田川　鄭事務局長の話で分かったのは、閉会式の直前になって、「ある代表団」が「このままでは賛成できない」と核兵器禁止条約の部分の削除を求めてきた。中国共産党の代表団です。そして、改めて起草委員会を開くこともなく、削除済みの案がそのまま採択に付された。日本共産党の代表団が部分的保留を表明したのは当然のことでした。

立場説明できず　会議のルール破る
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（写真）宣言起草委員会が全員一致で最終的に確認した「クアラルンプール宣言」。「核兵器禁止条約のすみやかな交渉開始を呼びかける」の文言が入っています（拡大図）


　森原　一連の経過を振り返って痛感するのは、議論して理解を深めることを拒否する、会議のルールを破っても自説を通すという、中国共産党代表団の情けない姿です。反対するにしても、自分の立場を全体の前で説明できない。だからルール破りの腕力できたわけです。

　緒方　話し合いを求めたら、意見の押し付けだと拒否して、「覇権主義」との非難を投げつけることに、３５年前のことを思い出しました。ソ連のアフガニスタン侵攻（１９７９年）を取材して批判した際、ソ連共産党の機関紙プラウダから「オガタはＣＩＡ（米中央情報局）のエージェント（秘密情報員）だ」と書かれたことです。説明ができなくなると誹謗（ひぼう）する―それが覇権主義でした。

　ソ連共産党は国際会議の場で自らの立場を通すために、ルールを力で破り、金をまき、陰謀をめぐらせた。しかしそのソ連でさえ、自分らには正当性がまったくないアフガン問題であっても、ソ連なりの「合理化」論を述べました。わが党の提起した東京での両党会談に応じた。議論を拒否して、途中で席を立つという行動はとりませんでした｡今回､中国共産党代表団が自らの立場の説明さえ拒否した態度は、その意味で際立っています。

　森原　国連加盟１９３カ国がそれぞれ国際政治の主役として登場している“Ｇ１９３”といわれる現在の国際社会において、国際会議、政党やＮＧＯの会合の場で、自らの立場への賛同を得るには、国の大小にかかわらずルールに従って、議論をしなければなりません。

　緒方　日本共産党と中国共産党の間には、相互に確認しあった自主独立、対等平等、相互尊重、内部問題相互不干渉の原則があります。今回の中国共産党代表団がとった態度は、この原則に照らして、大きな問題があります。

米同時多発テロから１５年 追悼式典
ＮＨＫ9月12日 4時20分
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アメリカの同時多発テロ事件から１１日で１５年となり、ニューヨークの世界貿易センタービルの跡地では、日本人の遺族も出席して犠牲者を追悼する式典が開かれました。
１５年前の２００１年９月１１日に起きた同時多発テロ事件では、ハイジャックされた４機の旅客機がニューヨークの世界貿易センタービルや、ワシントン郊外の国防総省などに激突し、日本人２４人を含む３０００人近くが犠牲となりました。
崩壊した世界貿易センタービルの跡地では、１１日、遺族や政府の関係者のほか、大統領選挙の候補者の民主党のクリントン氏と共和党のトランプ氏も出席して、追悼式典が開かれました。
式典には、ビルで働いていた当時３４歳の長男を亡くした住山一貞さん（７９）など日本人の遺族も出席し、旅客機がビルなどに激突した時間に合わせて黙とうがささげられたあと、犠牲者一人一人の名前が読み上げられました。
事件の跡地ではその後、新たな商業ビルが次々と建設され、再開発が進められてきました。
しかし、事件をきっかけに始まったアメリカ国外での軍事行動は、今も終わりが見えておらず、アメリカ国内でもイスラム過激思想の影響を受けたと見られるテロ事件が相次いでいます。
今回の大統領選挙でもテロ対策が大きな争点となっていて、アメリカは、テロの脅威に向き合い続ける重苦しい空気のなか、事件から１５年の節目を迎えています。
米大統領 テロに立ち向かう決意示す
同時多発テロ事件から１５年をむかえた１１日、アメリカのオバマ大統領はテロに立ち向かう決意を示すとともに、「われわれの多様性はアメリカの偉大な強さであり続ける」と述べ、大統領選挙で、共和党のトランプ候補がテロ対策で移民の制限を主張するなか、多様な人種を受け入れる価値観の大切さを訴えました。
同時多発テロ事件で世界貿易センタービルに続いてハイジャックされた旅客機が衝突した首都ワシントン郊外の国防総省では１１日朝、オバマ大統領やカーター国防長官らも出席して追悼式典が開かれ、遺族とともに黙とうをささげました。
このあとオバマ大統領は遺族を前に「１５年は長いときだったかもしれないが、遺族にとってはきのうのことのようだ思う」と述べ、決して犠牲を忘れることはないと述べました。
そのうえで過激派組織ＩＳ＝イスラミックステートなどによるテロの脅威が続いているとしたうえで「彼らは偉大なアメリカを負かすことはできない。われわれ、アメリカ国民は恐怖に屈しない」と述べ、テロに立ち向かう決意を改めて示しました。
そしてオバマ大統領は「われわれの多様性は弱さではなく、アメリカの偉大な強さとしてあり続けるだろう」と述べ、大統領選挙で共和党のトランプ候補がテロ対策として移民の入国制限を主張するなか、多様な人種を受け入れる価値観の大切さを訴えました。
クリントン候補とトランプ候補も参加
世界貿易センタービルの跡地で開かれた追悼式典には、１１月の大統領選挙の候補者で、ともにニューヨークを地元とする民主党のクリントン候補と共和党のトランプ候補も参加し、犠牲者を追悼しました。
このうち、民主党のクリントン氏は、式典に合わせて、みずからのツイッターで、「われわれは決して、９月１１日に起きた恐怖を忘れることはないだろう。きょうは、すべての犠牲者に対して、敬意を示すときだ」として、哀悼の意を表しました。
また共和党のトランプ氏も、声明を発表し、「１５年前、アメリカは歴史上最悪のテロ攻撃を受けた。きょうはすべての犠牲者を追悼する。われわれの義務は、敵から国民を守るために一体となっていくことだ」と述べました。
両候補は、この日は選挙戦を一時、休止することで合意したということで、お互いへの批判は行わずテロの犠牲者を追悼する姿勢を強調しました。
同時多発テロから１５年 米大統領「対策に全力」
ＮＨＫ9月11日 6時33分
アメリカで起きた同時多発テロ事件から１１日で１５年となります。オバマ大統領は改めてテロ対策に全力を挙げる考えを強調するとともに、イスラム教徒への偏見などを排除するよう呼びかけました。
オバマ大統領は週末恒例のビデオ演説で、同時多発テロ事件が起きた２００１年９月１１日を振り返り、「１５年前のその日はアメリカの歴史上、最も暗い日となった。３０００人近くの罪のない命が奪われた」と述べ、犠牲者に哀悼の意を表しました。
そして、「この１５年で多くのことが変わった。事件の首謀者オサマ・ビンラディン容疑者に審判を下し、アメリカ本土の安全保障を強化してきた」と強調しました。
一方で「テロの脅威は進化し、ボストンなど各地で悲劇が起きている」と述べ、過激派組織ＩＳ＝イスラミックステートや国際テロ組織アルカイダの壊滅を目指し、改めてテロ対策に全力を挙げる考えを強調しました。
また、オバマ大統領は「テロに直面しても、われわれを分断しようとする相手に負けるわけにはいかない。人種や信仰にかかわらず、すべての人を公平に扱うことがアメリカを偉大にする」と述べ、イスラム教徒への偏見などを排除するよう呼びかけました。
９・１１米同時テロ１５年　傷痕、今も生々しく

東京新聞2016年9月11日 朝刊

 　【ニューヨーク＝共同】日本人二十四人を含む約三千人が犠牲となった二〇〇一年九月の米中枢同時テロは十一日、発生から十五年を迎える。崩壊したニューヨークの世界貿易センタービル（ＷＴＣ）跡地は再開発が進んでにぎわいを取り戻したが、犠牲者の約四割はまだ遺体が見つからずＤＮＡ鑑定が続くなど、傷痕は今も生々しく残っている。

　十一日はＷＴＣ跡地のほか、同様に旅客機が突入したワシントン郊外の国防総省でもオバマ大統領列席の下、犠牲者を悼む式典が行われ、米国は鎮魂の祈りに包まれる。九日にはニューヨークで、殉職した警察官を追悼するパレードが行われた。

　ＷＴＣの二棟のビルが崩れ落ちた現場は事件を記録する博物館と追悼施設になった。これを囲むように高層ビルなどを建てる大規模な再開発が進行中で、先月には大型ショッピングモールが開業。多くの観光客らでにぎわうようになった。

　ニューヨーク市当局によると、ＷＴＣだけで二千七百五十三人が亡くなった。大半の遺体は損傷が極めて激しく、千百十三人はまだ遺体の一部も確認されていない。

　また、テロ直後に現場で救助活動に当たった消防士や警察官が近年になってがんや呼吸器疾患、パニック障害などに苦しむケースが目立つようになった。有害物質を吸い込んだり、極度の緊張が続いたりしたことが原因とみられている。
二階氏、安倍外交をサポート＝業界巻き込む抜け目なさも
　【ハノイ時事】自民党の二階俊博幹事長は１０日、初外遊となった３日間のベトナム訪問日程を終えた。要人との会談を精力的にこなし、南シナ海問題や対北朝鮮で日越の連携を呼び掛けるなど、外交面で安倍晋三首相をサポートした。一方、今回の訪越には、自らの支持基盤である観光業界の関係者を数十人規模で同行させ、影響力拡大を図ろうとする抜け目のなさも見せた。
　「ベトナムと日本との関係を前進させる大きな一歩を踏み出すことになった」。二階氏は１０日、ハノイで同行記者団と懇談し、今回訪問の成果を強調した。
　ベトナム側は、「トップ４」と呼ばれるリーダーのうち、最高指導者のグエン・フー・チョン共産党書記長を含む３人が二階氏との会談に応じた。グエン・スアン・フック首相との９日の会談では、「幹事長のリーダーシップの下で自民党が日本をより繁栄した国にすると確信している」と最大限に持ち上げられた。一連の会談について、日本政府関係者は「相当にハイレベルな待遇だ」との見方を示す。
　二階氏は１０月上旬の中国訪問を調整しているほか、早期の韓国訪問にも意欲を示している。中国との間では沖縄県・尖閣諸島周辺海域をめぐる緊張、韓国とは慰安婦少女像の移転など、懸案が残ったままで、二階氏は長年の議員外交で培ったパイプを生かし、安倍外交を後押ししたい考えだ。
　二階氏は、安倍氏の党総裁任期延長に前向きな姿勢を示す一方、足元の二階派の勢力拡大にも余念がなく、党内には「どこまで信頼していいのか」と警戒する声もある。
　ハノイでは日本から同行させた観光業界関係者と昼食を共にし、出席者から「先生方につくっていただいたすばらしい環境の中で（ビジネスを）一生懸命やっていきたい」と謝意を受ける場面もあった。経済交流の拡大を狙う「二階外交」には、アベノミクスへの貢献とともに、自身の政治力強化の意図も見え隠れしており、臆測を呼びそうだ。（時事通信2016/09/10-16:39）
「共謀罪」提出に慎重＝自民・二階氏
　【ハノイ時事】自民党の二階俊博幹事長は１０日（日本時間同）、訪問先のベトナムの首都ハノイで、同行記者団と懇談し、政府が次期臨時国会への提出を検討している「共謀罪」の罪名や構成要件を改めた新たな法案について、「できることなら早く決着をつけた方がいいが、慎重にやっていきたいというのが基本姿勢だ」と述べた。
「共謀罪」法案提出に前向き＝二階自民幹事長
　二階氏はこれまで法案提出に前向きな考えを示していたが、慎重な対応を求めている公明党の意見を踏まえ、修正したとみられる。
　二階氏は２０２０年の東京五輪・パラリンピックに触れ、「五輪に万全を期していくことになれば、この法律の必要性がクローズアップされるが、次期国会で決めなければならないかというと、まだまだ時間がある」とも語った。　
　天皇陛下がお気持ち表明で生前退位の意向をにじませたことへの対応に関しては、「できるだけ早く結論が得られるよう党内外の意見を集約していくことが大事だ」と述べた。（時事通信2016/09/10-15:52）
二階氏、共謀罪法案に慎重対処　次国会こだわらず

共同通信2016/9/10 17:51
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二階俊博氏　【ハノイ共同】自民党の二階俊博幹事長は10日午前（日本時間同日午後）、政府が「共謀罪」の名称と構成要件を変え、26日召集予定の臨時国会に提出する方向で調整している組織犯罪処罰法改正案に関し、必ずしも成立にこだわる必要はないとの認識を示した。訪問先のベトナムで同行記者団に「臨時国会で決めなければならないかどうか慎重に対処したい。まだまだ時間がある」と述べた。

　同時に「2020年東京五輪を控え、あらゆる面で万全を期すということになれば、法律の必要性はおのずからクローズアップされる」とも指摘した。

「共謀罪」新法案、臨時国会成立こだわらず　二階幹事長
朝日新聞デジタルハノイ＝山岸一生2016年9月10日19時04分
　犯罪の計画段階で処罰する「共謀罪」の構成要件を変更する形で安倍政権がまとめた「テロ等組織犯罪準備罪」法案について、自民党の二階俊博幹事長は１０日、「できることなら早く結果が出たほうがいいが、慎重にやっていく。まだまだ時間がある」と語った。２６日召集の臨時国会に法案を提出した場合でも、会期中の成立にはこだわらない考えを示したものだ。
　訪問先のベトナム・ハノイで記者団に語った。【続きあり】
「まだ時間ある」二階氏「共謀罪」法案に慎重

読売新聞2016年09月11日 17時57分

　【ハノイ＝天野雄介】ベトナム訪問中の自民党の二階幹事長は１０日（日本時間同）、同行記者団と懇談し、重大犯罪を計画した段階で処罰対象とする「共謀罪」の構成要件を改めた組織犯罪処罰法改正案について、２６日召集の臨時国会への提出は慎重に検討すべきだとの考えを示した。

　二階氏は懇談の中で、同法案の取り扱いについて、「できることなら早く決着をつけた方がいいが、慎重にやっていきたいというのが基本姿勢だ。次期国会で決めてしまわなければならないかとなれば、まだまだ時間があると思っている」と語った。臨時国会への法案提出には公明党も慎重な姿勢を示している。

　天皇陛下が「生前退位」の意向を示唆されていることへの対応に関しては「慎重審議をやっていくが、できるだけ早く党内の意見を集約していくことが大事だ」と述べた。

自民幹事長 　「共謀罪成立」に慎重…臨時国会にこだわらず
毎日新聞2016年9月10日　20時08分（最終更新　9月11日　00時38分）
　【ハノイ水脇友輔】自民党の二階俊博幹事長は１０日、政府が臨時国会への提出を検討している、「共謀罪」の成立要件を絞り込んで「テロ等組織犯罪準備罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案について、「直ちに今国会で決めてしまわなければならないかどうかとなれば、まだまだ時間があると思っている」と述べ、臨時国会での法案成立にはこだわらない姿勢を示した。訪問先のベトナム・ハノイで同行記者団に語った。 
　二階氏はこれまで臨時国会での法案提出に前向きな姿勢を示していたが、法改正の必要性は認めつつ「提出したいと政府から一回も聞いたことがない。国会前の打ち合わせで決めていきたい」と述べるにとどめ、提出を明言しなかった。 
　自転車転倒事故で入院している谷垣禎一前幹事長の容体については「小康を保ちつつ回復に向かっていると受け止めている」と説明。衆院憲法審査会長に谷垣氏を起用する案が取りざたされていることには「そういう話を耳にしないわけではない」と認めたうえで「一定のところで判断しなければならない」と述べ、回復状況を見て早期に判断する考えを示した。 
　ベトナム訪問は幹事長就任後初の外国訪問となり、最高指導者のグエン・フー・チョン共産党書記長らと会談して関係強化に努めた。滞在中に北朝鮮が５回目の核実験を強行したことで注目度が増し、北朝鮮と国交があるベトナム側と核実験非難で一致したことは一定の成果となった。二階氏は中国やインド、インドネシアへの年内の訪問を調整しており、独自のパイプを生かした議員外交で存在感を発揮しそうだ。 
自民・二階氏、共謀罪法案「慎重に対処」　次の国会こだわらず 
日経新聞2016/9/10 19:56記事保存
　【ハノイ＝共同】自民党の二階俊博幹事長は10日午前（日本時間同日午後）、政府が「共謀罪」の名称と構成要件を変え、26日召集予定の臨時国会に提出する方向で調整している組織犯罪処罰法改正案に関し、必ずしも成立にこだわる必要はないとの認識を示した。訪問先のベトナムで同行記者団に「臨時国会で決めなければならないかどうか慎重に対処したい。まだまだ時間がある」と述べた。
　同時に「2020年東京五輪を控え、あらゆる面で万全を期すということになれば、法律の必要性はおのずからクローズアップされる」とも指摘した。
　天皇陛下の生前退位に向けた法整備では「できるだけ早く結論が得られるよう、党内外の意見を集約していくことが大事だ」と訴えた。党総裁の任期延長を巡る党内論議については「（結論は）落ち着くところに落ち着く。われわれは特別の意図があって発言しているのではない」と述べ、延長に慎重な声にも配慮して検討する考えを強調した。
　新人２人が党公認を求めて争っている10月の衆院福岡６区補欠選挙に関し「できるだけ地元の意見を尊重する立場で、選挙戦に臨みたい」と述べるにとどめた。
産経新聞2016.9.10 13:51更新 
自民・二階俊博幹事長「共謀罪」の臨時国会での成立こだわらず　「まだまだ時間はある」
　【ハノイ＝沢田大典】ベトナムの首都・ハノイを訪問中の自民党の二階俊博幹事長は１０日午前（日本時間午後）、記者団の取材に応じ、政府が臨時国会（２６日）に提出を検討している「共謀罪」の構成要件を一部変更した組織犯罪処罰法改正案について「ただちに今国会で決めねばならないかといえば、慎重に、まだまだ時間がある」と述べ、臨時国会での成立にこだわらない姿勢をにじませた。改正案に慎重な公明党などに配慮したとみられる。
　同法案は４年後の東京五輪のテロ対策が主眼で、二階氏は「五輪を控え、あらゆる面で万全を期すなら、必要性はおのずとクローズアップされる」と意義を強調した。
　保守分裂が懸念されている東京都の小池百合子知事の議員失職に伴う衆院東京１０区と、鳩山邦夫元総務相の死去に伴う福岡６区の両補欠選挙については「勝つ選挙をするために、いい候補を選ぶ」と述べた。公認候補の選考基準については「小選挙区制度だから、小選挙区のみなさんに第一義的な責任は担っていただく。その次は県連、都連だ」と語った。
　東京１０区は小池氏に近い若狭勝衆院議員が出馬の意向を表明し、都連は反発。福岡６区は邦夫氏の次男で前福岡県大川市長の二郎氏が出馬を表明し、県連は蔵内勇夫県連会長の長男、謙氏の公認を党本部に申請している。二階氏の発言には、世論調査などをもとに一本化したい考えがにじむ。
　空白となっている衆院憲法審査会長の人事をめぐっては、二階氏は「谷垣禎一前幹事長を充てるという意見を耳にしないわけではないが、誰で臨むかというところまできていない。空白のままにしているわけにいかないから、一定のところで判断したい」と述べるにとどめた。
「共謀罪」見送り強まる　臨時国会 二階氏、公明に配慮

東京新聞2016年9月11日 朝刊
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　自民党の二階俊博幹事長は十日、政府が二十六日に召集される臨時国会への提出を検討する「共謀罪」の趣旨を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案について「慎重によく意見を聞いて、誤りなきようにしたい」と慎重に対応する考えを示した。法案提出には公明党幹部が難色を示しており、臨時国会への提出見送りが強まった。　（ハノイで、大野暢子）

　訪問先のベトナム・ハノイ市内で同行記者団の質問に答えた。

　二階氏は二〇二〇年の東京五輪・パラリンピックに触れ「あらゆる面で万全を期していくなら、法律の必要性もクローズアップされる」として、テロ対策を強化するには法案が必要だと指摘した。ただ「直ちにやって、今国会で決めなければならないかというと、まだまだ時間がある」と提出を急ぐ必要はないとした。

　共謀罪は、犯罪を実行していなくても、複数の人が犯罪を行うことを話し合って合意（共謀）しただけで処罰可能となる罪。政府は共謀罪の名称を「テロ等組織犯罪準備罪」に変え、対象となる集団を絞り込むなど適用範囲を厳しくした上で、臨時国会への提出を検討している。

　捜査当局の拡大解釈による人権侵害が指摘されており、公明党は政府・自民党に慎重な対応を求めている。二階氏の発言は公明党に配慮したとみられる。

　公明党の山口那津男代表は九日「どのような具体案になるのか慎重に検討した上で、合意形成に努めたい」と発言していた。

　提出見送りが強まったのは、臨時国会で政府・与党が成立を目指す法案が多いのに、会期が約二カ月しかないという事情もある。政府・与党は経済対策を盛り込んだ一六年度第二次補正予算案や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案件などの成立を目指す。組織犯罪処罰法改正案を提出すれば野党が反発し、国会審議全体に影響する可能性は否定できない。

　公明党の大口善徳国対委員長は七日の自民党幹部との会合で、臨時国会では審議する法案が多いことを挙げ「（組織犯罪処罰法改正案が）提出されたとしても、成立する見込みはない。提出するだけで良いのか」と提出に難色を示した。

自民 二階幹事長 組織犯罪処罰法改正案 慎重に検討すべき
ＮＨＫ9月10日 15時32分
自民党の二階幹事長は、「共謀罪」の構成要件を厳しくして罪名も変更する組織犯罪処罰法の改正案の取り扱いについて、今月２６日に召集される予定の臨時国会に提出するかどうかも含め慎重に検討すべきだという考えを示しました。
テロなどの謀議に加わった場合に処罰の対象となる「共謀罪」をめぐって、法務省は、適用範囲を限定し、構成要件を厳しくしたうえで、罪名を「テロ等組織犯罪準備罪」に変更する組織犯罪処罰法の改正案を、早期に国会に提出したい考えです。
これについて、二階幹事長は、訪問先のベトナムで記者団に対し、「できることなら早く決着を付けたほうがいいが、よく意見を聞いて誤りなきよう慎重に進めたいというのが基本姿勢だ。臨時国会で直ちに決めなければならないかどうかは慎重に考えたい」と述べ、今月２６日に召集される予定の臨時国会に提出するかどうかも含めて慎重に検討すべきだという考えを示しました。
また、二階氏は、自民党総裁の任期延長をめぐる党内の議論について、「われわれは、特別の考えを意図するところがあって発言しているわけではない。しかし党内には、ねじ曲げて考えたい人もいるので、そうした意見に対しても慎重に対応したい」と述べ、党内に疑問視する意見があることにも配慮しながら、検討を進める考えを示しました。
加藤紘一氏死去、７７歳＝官房長官、自民幹事長を歴任
　官房長官や自民党幹事長を歴任し、一時は首相候補と目された加藤紘一（かとう・こういち）元衆院議員が９日午後０時４５分、肺炎のため、東京都内の病院で死去した。７７歳だった。山形県出身。葬儀は近親者のみで行う。後日山形県内でお別れの会を開く予定。
　東大卒業後、外務省に入省。１９７２年の衆院選で旧山形２区から初当選した。大平派（宏池会、現岸田派）に所属。大平正芳元首相の薫陶を受け、「宏池会のプリンス」と期待された。
　中曽根内閣で防衛庁長官として初入閣。９１年、小泉純一郎元首相、山崎拓元党副総裁との間で「ＹＫＫ」と称された盟友関係を結び、党内を牛耳っていた最大派閥の竹下派（経世会）に対抗した。
　宮沢政権で官房長官、橋本政権で党幹事長に起用された。９８年に宮沢喜一元首相から宏池会会長を引き継ぎ、政界ではこの時期、首相に最も近い人物と見られていた。
　小渕恵三元首相が進めた自由、公明両党との３党連立政権に異を唱え、９９年の自民党総裁選で山崎氏とともに小渕氏に挑んだが敗北。総裁選後は冷遇され、反主流派に転じた。
　２０００年１１月、森政権の倒閣を図った「加藤の乱」が失敗。０２年、自身の元事務所代表の脱税事件で責任を問われて派閥会長を辞任し、自民党を離党。その後、議員辞職に追い込まれた。
　０３年衆院選で再起を果たし、自民党に復党したが、１４選を目指した１２年衆院選で落選し、政界を引退。１４年５月には共産党機関紙「しんぶん赤旗」のインタビューで、安倍政権による集団的自衛権の行使容認を批判していた。
　加藤鮎子自民党衆院議員（山形３区）は三女。　（時事通信2016/09/10-23:59）
加藤紘一・元自民幹事長が死去　首相目指し「乱」で挫折

共同通信2016/9/10 20:37
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死去した加藤紘一氏[image: image12.jpg]


2000年11月、「加藤の乱」で自民党の山崎拓氏（左端）らに囲まれる加藤紘一氏（中央）＝東京都港区のホテル　自民党幹事長を務め、党内リベラル派として1994年の自民党、旧社会党、新党さきがけによる連立政権を支えた加藤紘一（かとう・こういち）氏が9日午後0時45分、肺炎のため東京都内の病院で死去した。77歳。山形県出身。

　東大卒業後、外務省勤務を経て72年に衆院初当選。13期を務めた。首相を目指し、一時は有力候補と目されたが、2000年に党内抗争に端を発した「加藤の乱」に敗れ、挫折した。

　84年に第2次中曽根改造内閣で防衛庁長官に就任。91年には宮沢内閣で官房長官を務めた。

加藤氏死去「まさに庄内の男」　県内関係者、惜しむ声　
山形新聞2016年09月11日　09:55 
　自民党幹事長などを務めた元衆院議員の加藤紘一氏（鶴岡市）が9日、77歳の生涯の幕を閉じた。「信念の政治家だった」「地元のためにもう少し力を貸してほしかった」。交流があった県内の関係者から惜しむ声が相次いだ。
　全国豊かな海づくり大会の歓迎レセプションが10日、鶴岡市湯野浜の旅館「亀や」で進行する中、一報が会場に伝わった。吉村美栄子知事は取材陣に囲まれ「大変驚いており残念。心からご冥福をお祈りしたい」と語った。榎本政規鶴岡市長は「鶴岡、庄内にとって、かけがえのない存在だった」と肩を落とした。
　秘書経験がある県議らも逝去を惜しんだ。「われわれにとっておやじのような存在。秘書として17年仕え、政治のいろはを教わった」と野川政文県議会議長＝東根市区。志田英紀県議＝鶴岡市区＝は「信念のある、ブレない政治家だった。思い出はいっぱいあるよ。23年も一緒にいたんだから」。森田広県議＝酒田市・飽海郡区＝は「政治家としての自分があるのは加藤さんのおかげ。地元のためもう少し力を貸してほしかった」と悔やんだ。
　かつて加藤氏の酒田地区後援会長を務めた新田嘉一平田牧場会長は「早いね、85歳までは頑張らなくちゃ」と言葉少な。加藤氏と小学校、中学校で同級で「加藤の乱」の直後から11年間にわたって鶴岡地区の後援会長を担った鶴岡商工会議所の早坂剛会頭は「腹芸ができない男。人のためには何でもやるが、自分のことは頼めない、まさに庄内の男。誠に残念」と惜しんだ。
鮎子氏「不器用で優しい父」
　「大木のように地に根を張った政治家。父としては不器用だけど優しい頑張り屋さんだった」。加藤紘一氏の三女で衆院議員の鮎子氏（県3区）は時折声を震わせ父への思いを語った。
　息を引き取る2日前の7日。入院先の都内の病院を息子と夫の3人で訪れた。家族の話や最近の出来事など、1時間ほど話した。「ほしいものはないの」と問い掛けると、大きく首を振ったという。政治の大先輩である父に今後のことも相談した。「地元の人たちの声をしっかり聞いていくことが大事だよね」。父は「うん」とうなずいた。
　「寂しさはあるが、最後に孫の顔を見せられてよかった」。政治家として、娘として、尊敬する父を失った寂しさをにじませた。
精三会館ひっそり―鶴岡、市民ら悼む
　加藤紘一氏の死去が伝えられた10日夜、鶴岡市大東町の事務所「精三会館」は、ひっそりと静まり返っていた。ニュースで加藤氏の死去を知り事務所に足を運んだ市内の女性（63）は「市民の話に気さくに耳を傾けてくれる人だった。あれだけ偉大な政治家は鶴岡から二度と現れないのではないか」。
　加藤氏と幼なじみの近所の男性（80）は「小学生のころの良い遊び相手で、議員になってからは陰ながら応援していた。最近は姿を見ることもなく心配していた」と話していた。
＜加藤紘一氏死去＞保守本流　地方から問う
河北新報2016年9月11日
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「加藤の乱」が失敗に終わり、同僚議員に囲まれ涙ぐむ加藤氏＝２０００年１１月２０日、東京都内
◎評伝　命題解明へ聞く力を重視
　保守本流とは何か－。９日亡くなった元自民党幹事長加藤紘一さんは、いっとき本命視されていた首相の座に就くことはかなわなかったが、この国の在り方を地方からリベラルな視点で考え続けた政治家だった。
　宮沢喜一内閣で官房長官を務めていた１９９２年、番記者として接した。元外務官僚の２世議員。所属する派閥では「宏池会のプリンス」と嘱望されていた。官房長官は首相の懐刀であると同時に、内閣のスポークスマンの役割を担う。毎日２度の定例記者会見のほかに随時、懇談があった。
　だが、これが決まって記者泣かせだった。政局の見通しを尋ねると、数秒間の沈黙があって結局は一般論に。政策論に話を振っても「それは○○省に聞いてください」と取り付く島もない。記者仲間で付いたあだ名は「ブリキ」。肝心な情報は鉄板に囲い込み、決して漏らそうとしなかった。
　「慎重居士」の見本のような加藤さんが勇躍決起し、政局の主人公に躍り出たのが２０００年１１月の「加藤の乱」だった。野党が提出する森喜朗内閣に対する不信任決議案に同調しようとしたが、自民党執行部の切り崩しに遭い失敗に終わった。側近の谷垣禎一さん（前自民党幹事長）が「加藤先生は大将なんだから」と慰留し、加藤さんが涙をにじませるシーンがテレビ中継された。
　「プリンス」の称号は、一夜にしてひ弱な「敗残者」に評価を下げた。これを境に宏池会の分裂、元秘書による脱税事件を受けての議員辞職－と、無（ぶ）聊（りょう）を慰める日々を刻むことになる。
　０６年だったと思う。政界復帰を果たした加藤さんに山形市で再会した。「最近は地元（庄内地方）を回るのが楽しくてね」。意外だった。かつて「総理に一番近い男」と言われた大立者の表情から険が消え、軽口も飛び出した。実は浪人中、加藤さんの中で「保守とは何か」という命題を地域社会から解き明かそうとする心境の変化が起きていた。
　加藤さんは著書『劇場政治の誤算』（０９年）で、こう書いている。「政治家の使命は地元に行って国政を論ずるのではなく、国政に向けて『聞く』ことなのです」。一度外した議員バッジを、再度「集音マイク」（加藤さん）として作動させることで「保守本流」を再定義しようとしていたのだ。集団的自衛権の行使や原発の再稼働問題などを巡って世論が二分している今こそ、加藤さんが言う「聞く力」が求められているのではないか。
　官房長官時代、米国の銃乱射事件が懇談の話題になったことがあった。「ガン（銃）とドラッグ（薬物）は社会をむしばむ」と加藤さん。ここでも関心は国ではなくコミュニティーだった。執務室で、鶴岡名産「だだちゃ豆」を番記者に振る舞う加藤さんの得意顔をいま思い出している。（編集局長・鈴木素雄）
加藤紘一・元自民幹事長が死去　首相目指し「乱」で挫折
山形新聞2016年09月10日 20:37 
　自民党幹事長を務め、党内リベラル派として１９９４年の自民党、旧社会党、新党さきがけによる連立政権を支えた加藤紘一（かとう・こういち）氏が９日午後０時４５分、肺炎のため東京都内の病院で死去した。７７歳。山形県出身。
　東大卒業後、外務省勤務を経て７２年に衆院初当選。１３期を務めた。首相を目指し、一時は有力候補と目されたが、２０００年に党内抗争に端を発した「加藤の乱」に敗れ、挫折した。
　８４年に第２次中曽根改造内閣で防衛庁長官に就任。９１年には宮沢内閣で官房長官を務めた。
加藤紘一さん死去 　日中友好に尽力…新華社通信紹介
毎日新聞2016年9月11日　00時53分（最終更新　9月11日　00時53分）
　【中国総局】中国国営新華社通信は１０日、加藤紘一氏の死去を伝える記事で「日本が侵略の歴史を反省するよう訴え、侵略の歴史を否定、美化する日本国内の声を批判し続けた」と指摘。「引退後も、安全保障関連法を批判し、『正義の声』を発した」と評した。また、日中友好協会の会長として「長期にわたって中日友好交流活動に尽力した」とも紹介した。
山崎拓氏「終生の畏友」　加藤氏死去に悼む声

共同通信2016/9/10 23:00
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2000年12月、都内で開かれたパーティーで山崎拓氏（中央）、小泉純一郎氏（右）と握手する加藤紘一氏　政府や自民党の要職を歴任した加藤紘一氏の死去を悼む声が10日、政界から相次いだ。

　加藤氏と共に「YKKトリオ」を結成した山崎拓元自民党副総裁は「比類なき英知の持ち主で、政界のトップリーダーの一人として活躍してきた。終生の畏友だった。哀悼の誠をささげるとともに冥福を祈りたい」とのコメントを発表した。

　森喜朗元首相は取材に「まだまだ活躍できたはずなのに残念だ」としのんだ。森内閣不信任決議案に同調する動きを見せた2000年の「加藤の乱」を巡っては「政治的にいろいろあったが、個人的には親しかった。自民党が野党に転落した時も協力してくれた」と振り返った。

悲運の宰相候補＝ハト派旗手、「乱」で挫折－加藤紘一氏死去


２０００年１１月１９日、森内閣不信任決議を前に、自宅前で記者団の質問にこたえる自民党の加藤紘一元幹事長＝東京都港区南青山
　加藤紘一氏は、自民党の老舗派閥「宏池会」（現岸田派）を足場に宰相候補として自民党政権の中核を担った。自他共に許す政策通。とかく「お公家集団」とやゆされる宏池会にあって、政局も好んだ。加藤氏の絶頂期にして転落のきっかけとなったのが、２０００年１１月の「加藤の乱」だろう。森内閣の支持率が急落する中、「われわれが自民党の常識」と倒閣へ突っ走った。
　予兆はその前月にあった。「評論家みたいなことだけ言っていて済むタイミングはもう過ぎたような気がする」。加藤氏は当時まだ３回生だった岸田文雄現宏池会会長のパーティーで、政権どりへぎらつく本心をのぞかせた。毎夜、自宅に詰めかける番記者に、殺到する支持者からの激励メールを自慢げに見せた。
　ネット世論を重視した政治行動という点では最初のケースではなかったか。ただ、ネットと現実政治の間を埋めることはできなかった。野党提出の森内閣不信任決議案への同調という企ては執行部の激しい切り崩しに遭い頓挫。この後幹事長に取り立てられた側近の古賀誠氏から「宏池会の政治に、野党と手を結ぶような奇策を用いてはならない」と批判された。ただ、低迷する自民党政権への危機意識は、加藤氏が誰よりも強かった。
　党内でハト派リベラルの旗手でもあった加藤氏の挫折がその後の政界に与えた影響は少なくない。乱の後、分裂した宏池会は弱体化。宮沢喜一氏を最後に四半世紀近くも首相を輩出していない。２０００年以降、党内でタカ派と呼ばれる「清和会」（現細田派）が森、小泉、福田、安倍の各内閣で通算１０年以上、政権を担ってきたのとは対照的だ。若手には「これからは政策の時代。政策の勉強をしなさい」と助言していた加藤氏。政局でつまずき、その後政治的影響力を取り戻すことはなかった。
　晩年の加藤氏は親中派としての人脈を生かし、沖縄県・尖閣諸島国有化で悪化した日中関係の改善に意を尽くした。体調を崩し、日中友好協会の会長職を丹羽宇一郎元駐中国大使に譲ったが、最後まで日中の将来を気に掛けていたという。（時事通信2016/09/10-19:58）
巨木のような政治家＝加藤紘一氏死去で娘の鮎子氏


加藤紘一元自民党幹事長の訃報を受け、記者団の取材に応じる三女で衆院議員の加藤鮎子さん＝１０日午後、山形県鶴岡市
　故加藤紘一氏の三女の加藤鮎子自民党衆院議員は１０日、山形県鶴岡市で記者団の取材に応じ、「父はしっかり根を張り、大地を高い所からも見渡すことができる、巨木のような政治家だった。不器用でも優しく、頑張り屋で尊敬できる父だった」と述べた。
　鮎子氏が７日に紘一氏を病院に見舞い、「農家の皆さんの声を聞くことが大事だよね」と声を掛けた際、紘一氏は大きくうなずいたという。鮎子氏は「周囲の方から、加藤紘一のような政治家がいま期待されているという声を頂いていた。若い一政治家としても残念な思いだ」と語った。　（時事通信2016/09/10-21:05）
山崎拓氏「英智失った」＝加藤紘一氏死去
　山崎拓自民党元副総裁は１０日、加藤紘一氏の死去について、「終生の畏友だった加藤氏の訃報に接し、強烈な衝撃を受けた。日本の政界がかけがえのない英智を失ったことを心より惜しむ」とのコメントを発表した。
　山崎、加藤両氏は１９７２年の衆院初当選同期で、小泉純一郎元首相を交えた「ＹＫＫ」トリオとして盟友関係を築いた。山崎氏はコメントで「加藤氏は比類なき英智の持ち主で、トップリーダーの一人として活躍してきた」とたたえるとともに、「日中友好の進展などに全力を尽くした。平和憲法を守り、専守防衛に徹することを強く主張していた」と振り返った。
　自民党山形県連会長の遠藤利明前五輪担当相も「常に国の将来を考え、導いてくださった。政治の師であり、偉大な目標でもあった」との追悼コメントを発表した。（時事通信2016/09/10-22:27）
産経新聞2016.9.10 21:27更新 
【加藤紘一氏死去】ＹＫＫの一角　元自民党副総裁・山崎拓氏コメント全文　「強烈な衝撃、心より惜しむ」

加藤紘一氏の訃報を受け、取材に応じる元自民党副総裁の山崎拓氏＝１０日午後、福岡市中央区（中村雅和撮影） 
　加藤紘一氏の死去を受け、元自民党副総裁の山崎拓氏はコメントを発表した。全文は以下の通り。
　　　　　◇
　終生の畏友であった加藤紘一氏の訃報に接し、強烈な衝撃を受けました。ここに衷心より哀悼の誠を捧げますと共に、ご冥福を祈ります。
　加藤紘一氏は、比類なき英智の持ち主であり、政界同期の私共友人に対し、国家と郷土の発展に身命を賭して働けと常に啓蒙啓発され、文字通り日本政界のトップリーダーの一人として活躍してこられました。
　とりわけ、日中友好の進展、わが国の社会保障制度の充実、農業の地盤沈下を防ぐこと等に全力を尽くしてこられました。又平和憲法を守りわが国の防衛政策が専守防衛に徹することを強く主張しておられました。
　改めて日本の政界がかけがえのない英智を失ったことを心より惜しむ次第です。
　元自民党副総裁　山崎拓
産経新聞2016.9.10 21:26更新 
【加藤紘一氏死去】評伝・加藤氏のリベラルとは「他人に対する思いやり」ではなかったか

平成９年７月、訪中し江沢民国家主席（右）と握手する加藤紘一自民党幹事長＝北京・中南海（共同） 
　訃報に接し、平成１３年２月、山形県鶴岡市の地元事務所を訪ねた際、揮毫してもらった色紙を自宅の机から引っ張り出した。
　「真実一路」
　昭和４７年に３３歳で初当選して以降、「宏池会のプリンス」として官房長官や自民党幹事長などを務め、あと少しで頂上に手が届くところで足元の加藤派を固めきれず、あえなく挫折した「加藤の乱」から約３カ月後のことだった。
　こうと信じるところが「真実」であり、貫き通していこうという覚悟のほどがうかがえる。一敗地にまみれ、たどり着いた心境ではなかったか。
　その政治手法をめぐり、快く思わない勢力からは「怜悧」「冷淡」「自分勝手」「優柔不断」などと批判された。ただ、東北人にありがちな「照れ」や「つつましさ」という性格の裏返しという面もあった。
　一方で、自民党を牛耳っていた旧経世会（竹下派）に対抗しようと、小泉純一郎元首相、山崎拓元自民党副総裁と結成した「ＹＫＫトリオ」で指導的な役割を果たすなど、現状に小細工なしで風穴をあけようとする強さも併せ持っていた。
　政治理念としていたリベラルについては、その重鎮としての強烈な自負心を持ち続けていた。振り返るに、加藤氏のリベラルとは「他人に対する思いやり」ではなかったか。
　数年前、都内で食事をともにする機会があった。体調を崩しており、数センチの段差につまずいて私の左肩に弱々しくもたれかかった。不意に政治向きの話題になったとき、こんな不満を漏らした。
　「自民党には信念を持った『リベラル』派がいなくなった。先々が心配だ」
　矜持（きょうじ）は最後まで揺らがなかった。（松本浩史）
産経新聞2016.9.10 21:09更新 
【加藤紘一氏死去】森喜朗元首相「外交通として安倍晋三首相を支えてほしかった。まだまだ活躍できた」

本会議に出席しようとする加藤紘一・元自民党幹事長（中央）を説得する議員。右端は谷垣禎一元金融再生相＝平成１２年１１月 
　政府や自民党の要職を歴任した加藤紘一氏の死去を悼む声が１０日、政界から相次いだ。
　森喜朗元首相は取材に「外交が混乱している今のような時代にこそ、外交通として安倍晋三首相を支えてほしかった。まだまだ活躍できたはずなのに残念だ」としのんだ。
　森内閣不信任決議案に同調する動きを見せた平成１２年の「加藤の乱」をめぐっては「政治的にはいろいろあったが、個人的には親しかった。自民党が野党に転落した時も協力してくれた」と振り返った。
　かつて同じ派閥で加藤氏を支え、加藤の乱を機にたもとを分かった古賀誠元自民党幹事長は取材に「突然のことで驚いている。残念とか無念とかでなく、ただ悔しい」と述べた。
加藤紘一 自民党元幹事長 死去
ＮＨＫ9月10日 18時05分
自民党の元衆議院議員で、官房長官や党の幹事長など、政府や党の要職を歴任した加藤紘一氏が９日、東京都内の病院で肺炎のため亡くなりました。７７歳でした。
加藤氏は、山形県鶴岡市出身で、東京大学を卒業後、外務省を経て、昭和４７年の衆議院選挙で旧山形２区から立候補して初当選し、１３回当選しました。この間、第２次中曽根改造内閣で、防衛庁長官として入閣し、その後も、宮沢内閣の官房長官や、党の幹事長、政務調査会長など、政府や党の要職を歴任しました。
自民党内では、総理・総裁の有力候補とされ、平成１０年には派閥を宮沢元総理大臣から引き継ぎ、会長に就任しました。
また、加藤氏は、小泉・元総理大臣、山崎・元自民党副総裁と近かったことでも知られ、３人の盟友関係は「ＹＫＫ」とも呼ばれました。
こうした中、平成１２年秋の臨時国会で、内閣支持率が低迷していた当時の森総理大臣の退陣を求めて、野党側が提出した森内閣に対する不信任決議案に賛成する意向を示しながら、採決直前に方針を変更した、いわゆる「加藤の乱」を主導し、加藤派は分裂しました。
平成１４年には、みずからの事務所の元代表が所得税法違反の罪で起訴されたことを受けて、自民党を離党し、衆議院議員を辞職しましたが、翌１５年の衆議院選挙に無所属で当選した後、自民党に復党しました。そして、平成２４年１２月の衆議院選挙で落選した後、３女の鮎子氏を後継に指名し、政界を引退していました。
その後、加藤氏は体調を崩し、９日、東京都内の病院で肺炎のため亡くなりました。
森元首相 次を担う人だった
森元総理大臣は、ＮＨＫの取材に対し、「加藤氏は、自民党の苦しい時代をともにした政治家の１人であり、非常に残念な思いだ。優秀な政治家で、外交が大変な局面にある今、加藤氏がいてくれればと思うことは何度もある。海外の首脳にも、加藤氏を念頭に、『私の後継は外交に精通した人だ』と紹介したこともあり、本当に次を担う人だと思っていた。それだけに、いわゆる『加藤の乱』の時に、なぜあそこまで急いだのかという思いはある」と述べました。
古賀元幹事長 非常に無念な思い
かつて、自民党加藤派の幹部として加藤氏を支え、いわゆる「加藤の乱」でたもとを分かった古賀誠元自民党幹事長は、ＮＨＫの取材に対し、「加藤政権の実現を夢見た１人として非常に無念な思いだ。平成１１年の自民党総裁選挙に、加藤氏が当時の小渕総理大臣の対立候補として立候補したが、将来の加藤政権実現のために止めようとして止められなかったのが、いちばん印象に残っている」と述べました。
野中元幹事長 「加藤の乱」思い出深い
加藤氏が自民党幹事長だった時、幹事長代理を務めた野中元自民党幹事長は、「大変、立派な人だった。惜しい人を亡くした。政治家としての能力も非常にすぐれていて、指導者としても立派な人だった。『加藤の乱』の時のことが最も思い出深く、当時のことを静かに考えながら冥福を祈っている」と述べました。
自民党の政務調査会長などを務めた亀井静香衆議院議員は、「大変、残念だ。すぐれた政治家だったが、不運な政治家でもあった。総理大臣になる実力もあったが、狙ってはいけない時に狙ってしまった。非常に真面目で純粋な人だったと思う」と述べました。
加藤氏と派閥で行動をともにしていた、自民党の川崎元厚生労働大臣は、ＮＨＫの取材に対し、「ウイングの広い政治家で、弱者に対しても、やさしい視点を持った政治家だった。自分が理想とする政治を追い求めた結果、無理をしてしまった。黙っていても総理大臣になれる政治家だっただけに、とても残念だ」と述べました。
山崎元副総裁「英知を失った」
加藤氏と盟友関係にあった、山崎元自民党副総裁は、「訃報に接し、強烈な衝撃を受けた。政界のトップリーダーの１人として活躍し、とりわけ、日中友好の進展などに全力を尽くしてきたほか、平和憲法を守って日本の防衛政策が専守防衛に徹することを強く主張してきた。かけがえのない英知を失ったことを、心より惜しむ」とするコメントを発表しました。
地元では功績をたたえる声
地元、山形県鶴岡市のＪＲ鶴岡駅の前では、驚きや功績をたたえるの声が聞かれました。地元に住む２０代の男性は「地域を代表する政治家だったので、よく頑張った方だったと思う」と話していました。
東京から訪れた４０代の男性は「いわゆる『加藤の乱』が印象に残っています。偉大な政治家だと思っていたので非常に残念です。驚きました」と話していました。
加藤氏の三女の加藤鮎子衆議院議員は、報道各社の取材に応じ、「亡くなる２日前に会い、日ごろの活動の報告や孫の話をしました。政治家としてはしっかり根を張りながらまわりを見渡せる大木のような人でした。父としてはまじめで頑張り屋の人でした」と話しました。
言論の自由 訴え続けた
加藤紘一氏は生前、自身の靖国神社をめぐる発言を理由に山形県の実家が放火されましたが、講演や著書で暴力に屈することなく、言論の自由の重要性を訴え続けました。
加藤氏は小泉純一郎氏が総理大臣だった当時、近隣諸国との関係から総理大臣が靖国神社に参拝することに反対していました。小泉氏は総理大臣として最後の参拝を平成１８年の８月１５日に行い、加藤氏は、参拝後の記者会見でも「かつて日本と戦いを交えた国は、挑戦的な行動だと受け止めざるをえないので、できれば参拝を控えてほしかった」と述べていました。そして、その日の夕方に加藤氏の山形県鶴岡市の事務所と棟続きの実家が右翼団体の男に放火されて全焼し、この男は警察の調べに対し、「小泉総理大臣の靖国神社参拝に関して加藤氏が慎重な発言をするなど、その政治姿勢に不満があった」と犯行の動機を供述しました。
この事件をめぐっては、政界だけでなく、弁護士やジャーナリストなどから「言論を封じるテロを断じて許さない」という批判の声が上がりました。放火された実家に住んでいた加藤氏の高齢の母親は、事件当時、外出していて無事でしたが、加藤氏は事件当初、強いショックを受けた様子でした。それでも、加藤氏は講演などでテロに屈しないという態度を貫き通し、言論の自由の重要性を訴え続けました。
事件後に出版した著書、「テロルの真犯人」の中でも「代議士として国民の負託を受けている以上、発言を曲げることはあってはならないし、これからも、語るべきことは語っていくつもりでいる」と述べたうえで、「昭和初期の、五・一五事件、二・二六事件の例を挙げるまでもなく、テロは自由な言論の最大の敵である。ここで私の心がくじけたら、この国の将来に対して大きな禍根を残すことになる」と、テロに屈しない覚悟を強く示していました。
新華社通信 功績を称賛
加藤氏の死去について、中国国営の新華社通信は、日本時間の１０日夜、記事を配信しました。この中で、加藤氏について、「長年にわたって、日本の侵略の歴史を反省するよう呼びかけ、これを美化するような言動を批判してきた。政治家を引退したあとも、安倍政権による自衛隊の集団的自衛権の行使を可能にする安全保障法制を公然と非難し、正義の声を発し続けた」と称えています。
そのうえで、加藤氏が日中友好協会の会長を務めるなど、日中間の友好交流のために力を尽くしてきたことを紹介しました。
「正義の声発し続けた」＝加藤氏死去で中国国営通信
　【北京時事】中国国営新華社通信は１０日、加藤紘一氏の死去を伝える記事で、加藤氏について「日本国内の侵略の歴史を否定、美化する言行を批判し、引退後も安倍政権の安全保障関連法を非難し『正義の声』を発し続けた」と評価した。
　記事は、加藤氏が「長期にわたり中日友好交流活動に力を尽くした」と指摘。日中友好協会の会長を務めたことを紹介した。（時事通信2016/09/10-23:08）
加藤紘一・元自民党幹事長が死去　００年に「加藤の乱」
朝日新聞デジタル2016年9月10日18時34分

加藤紘一氏


　内閣官房長官、自民党幹事長などを務めた元衆院議員の加藤紘一（かとう・こういち）さんが９日午後０時４５分、肺炎のため都内で死去した。７７歳だった。葬儀などは未定。
山崎拓氏「かけがえのない英智失った」　加藤紘一氏死去
「北極星のような星が消えた」　加藤紘一氏死去を悼む声
　外務省を経て１９７２年の衆院選旧山形２区で初当選。当選１３回。中曽根内閣で防衛庁長官、宮沢内閣で官房長官などを歴任。橋本政権で自民党幹事長も務めた。当選同期の小泉純一郎、山崎拓の両氏とは盟友で、「ＹＫＫ」と称された。９８年、「保守本流」の流れをくむ宏池会の会長を宮沢喜一元首相から引き継ぎ、首相候補と目された。
　２０００年１１月の「加藤の乱」では、野党提出の森喜朗内閣に対する不信任案に同調する構えを見せたが、執行部から切り崩しにあい失敗。派閥も分裂し、総裁候補としては失脚した。１２年１２月衆院選で敗れ、政界を引退した。
山崎拓氏「かけがえのない英智失った」　加藤紘一氏死去
朝日新聞デジタル2016年9月10日21時36分

山崎拓氏（左）、加藤紘一氏（中央）、小泉純一郎氏（右から２人目）の「ＹＫＫ」。派閥横断の中堅・若手議員を集めた勉強会をつくるなど連携した＝１９９５年８月３１日
　加藤紘一・元自民党幹事長の死去を受け、元同党副総裁の山崎拓氏が１０日夜に発表したコメントは次の通り。
　　　　　◇
　終生の畏友であった加藤紘一氏の訃報（ふほう）に接し、強烈な衝撃を受けました。ここに衷心より哀悼の誠を捧げますとともに、ご冥福を祈ります。
　加藤紘一氏は、比類なき英智の持ち主であり、政界同期の私ども友人に対し、国家と郷土の発展に身命を賭して働けと常に啓蒙（けいもう）啓発され、文字通り日本政界のトップリーダーの一人として活躍してこられました。
　とりわけ、日中友好の進展、わが国の社会保障制度の充実、農業の地盤沈下を防ぐことなどに全力を尽くしてこられました。また平和憲法を守り、わが国の防衛政策が専守防衛に徹することを強く主張しておられました。
　改めて日本の政界がかけがえのない英智を失ったことを心より惜しむ次第です。
「北極星のような星が消えた」　加藤紘一氏死去を悼む声
朝日新聞デジタル 9月10日(土)22時30分配信 
　加藤氏の訃報（ふほう）に、政界や地元では悼む声が広がった。
　宏池会を受け継ぐ岸田派会長の岸田文雄外相は「結果を出すべく、政策をどのように学ぶべきか教えて頂いた。偉大な先輩で、寂しく思います」と語った。自民党の茂木敏充政調会長は「要職を務め大きな功績を残された。突然で驚きを隠せない」と悼んだ。　盟友だった山崎拓元自民党副総裁は「終生の畏友（いゆう）であった加藤氏の訃報に接し、強烈な衝撃を受けました。比類なき英智の持ち主であり、文字通り日本政界のトップリーダーの一人として活躍してこられた」とコメントした。
　加藤氏自身にとっても日本の政界にとっても大きな節目となった２０００年の「加藤の乱」。鎮圧する側だった野中広務元幹事長は「あれが本当に大きな分かれ目だった。首相もできる人だったが、自滅した」と述懐。「あの人がうまくやっていれば、中国との関係も、その他の政治課題ももっと解決できた。惜しい人をなくした」と語った。自民党幹事長も務めた生活の党の小沢一郎代表は「彼の最初の立候補にも関わっており、一度は総理にと思っていただけに、それが果たせず亡くなってしまったことは、本当に無念でなりません」との談話を発表した。
　加藤氏は他党の議員とも交流が深かった。自社さ政権にともに参加した村山富市元首相は「立つ位置は違うが、加藤さんの人柄や能力は評価していた。ちゃんと見識を持ってものを言える人がいなくなって惜しいね」。辻元清美衆院議員は「保守リベラルの方向性を指し示してくれていた北極星のような星が消えてしまった」と惜しんだ。
　地元の山形選出の岸宏一前参院議員は「山形県にとって、立派な政治家を失った」と話した。加藤氏とは日中友好に尽くしてきた同県遊佐町の小野寺喜一郎前町長は「彼のライフワークでもある日中友好運動にともに取り組んできたが、尖閣問題で日中がぎくしゃくしている時期だけにアドバイスを頂ければと思っていた。残念です」。
　加藤氏の三女で、地盤を引き継いだ鮎子衆院議員は「７日に息子も連れて病院に会いに行った。私の活動報告などを聞いて、うなずいていた。娘としての寂しさもあるが、政治家としても残念」と話した。
「加藤さん、今もいてくれたらなあ」　公明・山口氏
朝日新聞デジタル2016年9月11日00時51分
■山口那津男・公明党代表
　亡くなった加藤紘一さんは野党議員にも分け隔てなく公平に接してくれた人だった。私がまだ野党の１年生議員だった１９９０年、加藤さんは国連平和協力法審議の委員長。私が法案の問題点を追及すると、委員長席で「よし、いいぞ」というように軽くうなずきながら、励ましのようなサインを送ってくれていた。日中関係にも力を入れ、野党の若手議員とも懇談をしてくれて「中国を含むアジアが大切だ」と言っていた。
　２０００年の「加藤の乱」がなければもっと自民党の中心的なポジションで活躍していた。中選挙区制の時代の最後のリーダーだと思う。バランスのとれた加藤さんが「今もいてくれたらなあ」という気持ちがある。（１０日、朝日新聞の取材に）
蓮舫氏、地方でも優勢＝都道府県連幹部アンケート－民進代表選
　民進党代表選（１５日投開票）をめぐり、同党の都道府県連の幹部（地方議員）を対象に時事通信がアンケートを行ったところ、蓮舫代表代行（４８）を支持する声が最も多く、前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）を大きく引き離していることが分かった。蓮舫氏は既に国会議員の５割程度を固めているが、地方でも優勢に戦いを進めていることがうかがえる。
　調査は２～９日に実施。都道府県連の幹事長ら幹部のうち国会議員を除外し、各１人ずつ計４７人に支持候補や理由を尋ねた。結果は蓮舫氏支持がトップの２０人で、前原氏７人、玉木氏３人と続いた。「個人の見解」としての回答だが、１７人は支持候補を明らかにせず、理由は「県連幹部間で意見が割れている」「決めていない」などだった。
　地域別にみると、蓮舫氏を支持するのは地元の東京、岡田克也代表の地元の三重のほか、岩手、宮城、千葉、新潟、長野、静岡、広島、福岡など。前原氏を支持するのは地元の京都に加え、山梨、滋賀、兵庫、島根、徳島など。玉木氏は和歌山、愛媛、鹿児島だけだった。
　蓮舫氏支持の理由としては、「発信力に期待」（石川）、「女性だから」（新潟、広島）など。前原氏は「経験、安定感」（滋賀）、「明確な国家ビジョン」（京都）のほか、「反省に立った政権奪還」（山梨）を挙げる幹部もいた。玉木氏へは「国会での論戦」（愛媛）を評価する声があった。
　党運営に対しては、「与党との対抗軸を示すことが大事」（北海道）、「民主党政権時の幹部は一線を引いてほしい」（岩手）、「野党共闘への対応を明確に」（愛知）などの意見があった。　
　代表選は国会議員の投票などを総計８４９ポイントに換算し、３候補で争う仕組みで、このうち地方議員（約１６００人）には２０６ポイント配分。党員・サポーターを含む「地方票」が全体の５割強を占める。

◇都道府県連幹部アンケート結果＝民進代表選
　　　　支持　理由・意見
岩　手　蓮舫　男性中心の政治に行き詰まり
宮　城　蓮舫　党代表としての顔
栃　木　蓮舫　強力なアピール力
群　馬　蓮舫　岡田路線の継続
千　葉　蓮舫　若く新しいリーダー
東　京　蓮舫　憲法９条を守る
新　潟　蓮舫　女性だから
富　山　前原　反省・経験を生かせる
石　川　蓮舫　発信力に期待
福　井　蓮舫　改革政党としてのメッセージ
山　梨　前原　反省に立った政権奪還
長　野　蓮舫　党のイメージ刷新
静　岡　蓮舫　県連は自主投票
三　重　蓮舫　党のイメージの一新
滋　賀　前原　経験、安定感
京　都　前原　明確な国家ビジョン
兵　庫　前原　穏健な保守という政治理念
和歌山　玉木　党を刷新する新しい人材
島　根　前原　大胆で堅実な党運営を期待
岡　山　蓮舫　現執行部の成果を継承
広　島　蓮舫　清新さ、女性であること
山　口　蓮舫　党の理念や政策を強く発信
徳　島　前原　反省に立つ政権奪還への決意
愛　媛　玉木　国会での論戦を評価
福　岡　蓮舫　発信力
長　崎　蓮舫　女性リーダーとしての力強さ
熊　本　蓮舫　他候補の党運営に懸念
大　分　蓮舫　党首討論に期待
宮　崎　蓮舫　多様性を重視する党を強調
鹿児島　玉木　抜群の質問力、党を担う若手
（注）敬称略。幹部が支持候補を明らかにしなかった道府県は省略
（時事通信2016/09/10-15:34）
蓮舫氏、国会議員票で過半数迫る　民進代表選、初回投票決着も

共同通信2016/9/10 21:13

[image: image23.jpg]n_ 1?:@_1%

Wy A

o)



（左から）玉木雄一郎国対副委員長、前原誠司元外相、蓮舫代表代行　共同通信社は民進党代表選の投票資格を持つ所属国会議員（147人）と国政選挙の公認内定者（118人）を対象に支持動向を調査。10日現在で蓮舫代表代行（48）が国会議員の過半数に迫る73人、内定者50人の支持を固め、大きくリードしていることが分かった。序盤に行った都道府県連幹部への調査でも蓮舫氏支持が先行していることが判明しており、15日の投開票では上位2人の決選投票にならず、初回の投票で決着する可能性が高まっている。

　前原誠司元外相（54）は国会議員36人、内定者20人が推す。玉木雄一郎国対副委員長（47）は国会議員23人、内定者の7人が支援する意向だ。

前原氏「維新は自民補完」＝民進代表選
　民進党の前原誠司元外相は１０日、札幌市で開かれた代表選の候補者討論会で、「日本維新の会は自民党の補完勢力ではないか。（政策が）われわれと逆の方向だ。こういう政党が野党第１党になることは、日本の民主主義の崩壊だ」と述べ、憲法改正などで安倍政権との協調に前向きな維新を批判した。
　他の２候補は維新への論評を避けた。蓮舫代表代行は「巨大与党の思うがままの政治ではなく、多様な声を受け止めるもう一つの健全な政党がなければ、政治はできない」と主張。玉木雄一郎国対副委員長は「民進党がつくり上げるのは、支え合うことで一人ひとりが力を発揮できる社会だ」と訴えた。　（時事通信2016/09/10-20:28）
蓮舫氏「辺野古移設堅持を」＝普天間めぐり討論－民進代表選
　民進党代表選（１５日投開票）の３候補は１１日、さいたま市内のホテルで開かれた公開討論会に臨んだ。米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）を同県名護市辺野古沿岸部に移設する現行計画について、蓮舫代表代行が堅持する立場を示したのに対し、前原誠司元外相と玉木雄一郎国対副委員長は見直しを主張した。
　選挙戦を優位に進める蓮舫氏は討論会で、現行の移設計画は旧民主党政権が米側と確認した内容であることを踏まえ、「結論は基本として守るべきだ。どんなに米国と話をしても選択肢は限られてくる。基軸はぶれるものではない。それが外交の基本戦術だ」と訴えた。
　これに対し、前原氏は「辺野古以外で、本当に日米で合意できる場所がないか、違う案をしっかり議論すべきだ」と表明。玉木氏も「民進党になったので、沖縄政策は大胆に見直して米国としっかり対話すべきだ」として、民主党政権時代の結論に拘束されるべきではないとの見解を示した。　（時事通信2016/09/11-17:37）
民進代表選３候補、ＴＰＰに反対の考え示す

読売新聞2016年09月11日 09時52分

　民進党代表選（１５日投開票）は１０日、蓮舫代表代行、前原誠司・元外相、玉木雄一郎衆院議員の３候補が札幌市で街頭演説し、そろって環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案に反対する考えを示した。

　政府・与党は、２６日召集の臨時国会でのＴＰＰ承認案成立を目指す方針だが、民進党は成立阻止を掲げて対決色を強める構えだ。

　蓮舫氏は街頭演説で、「米国の大統領候補は２人ともＴＰＰに反対だと言っている。米国が批准しない可能性があるＴＰＰには明快に反対する」と述べた。その後の共同記者会見では臨時国会での法案審議に関し、「審議拒否はとるべきではない。我々の考え方が際立つ主張ができないか考えたい」と語り、審議には応じる意向を示した。

民進代表選３候補 ＴＰＰの国会審議に対決姿勢
ＮＨＫ9月10日 20時45分
民進党代表選挙に立候補している３人の候補者が、札幌市でそろって記者会見し、政府・与党が、秋の臨時国会でＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を目指していることに対し、いずれも対決姿勢を示しました。
蓮舫代表代行は、「われわれは、ＴＰＰの国会審議は時間のむだだと思っているが、審議拒否という手法は当然とるべきではない。ＴＰＰに対する政府とわれわれの立ち位置の違いは明確になっており、自分たちの考え方が際立つような主張の在り方ができないか考えていきたい」と述べました。
前原元外務大臣は、「日本とアメリカが協調しながら、貿易のプラットフォームを作るという方向性は間違っていないが、交渉の過程が全くわからないうえ、アメリカの大統領候補は２人とも『反対』と言っている。ＴＰＰを臨時国会で議論するなら、安倍総理大臣には、アメリカから『本当にやる』と言質を取るよう求めたい」と述べました。
玉木国会対策副委員長は、「著しく国益に反していて、民主党政権時代に検討していたＴＰＰとは全く異質なものになっているので、私は反対だ。秋の臨時国会での議論は全く拒否するものではないが、アメリカの大統領選挙の前に強行採決するようなことは絶対にしないと約束しないかぎり、審議に応じない」と述べました。
辺野古移設見直しも視野に議論を　民進・前原、玉木両氏が主張

共同通信2016/9/11 20:429/11 20:49updated

　民進党代表選は11日、全国遊説の最終日を迎え、さいたま市内や東京都内の候補者討論会などで舌戦を繰り広げた。米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）を名護市辺野古に移設する政府方針について、前原誠司元外相と玉木雄一郎国対副委員長は、見直しも視野に入れて議論すべきだと主張した。蓮舫代表代行は辺野古移設の堅持を唱えた。

　蓮舫氏は旧民主党政権時代に辺野古移設を米国と合意したとして「結論は守るべきだ。非現実的とか、しっかり議論すると言うのは簡単だが、基軸はぶれないのが外交の基本だ」と述べた。ただ安倍政権の姿勢に対しては「火に油を注ぐ対応だ」と批判した。

民進代表選 ３候補 辺野古移設で意見に違い
ＮＨＫ9月11日 18時08分
民進党代表選挙の候補者による討論会が、１１日、さいたま市で開かれ、沖縄のアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設計画について、蓮舫代表代行が、維持すべきだという考えを示した一方、前原元外務大臣と玉木国会対策副委員長は、見直しも含めた再検討が必要だという考えを示しました。
このうち、蓮舫代表代行は「結論は基本軸として守るべきだ。どんなにアメリカと話をしても、選択肢はやはり限られてくる。ただ、今の政権の、沖縄に寄り添っていないやり方はあまりにもひどく、この手段においては考えるべきだ」と述べました。
一方、前原元外務大臣は「進め方に極めて違和感がある。沖縄の理解なくして日米安保は成り立たないという丁寧さが必要だ。日米安保が必要なら、辺野古以外で本当に日米で合意できる場所がないのかどうかを静かに議論すべきだ」と述べました。また、玉木国会対策副委員長は「鳩山政権でいろいろあり、結局、日米合意という形で現在の辺野古移設を決めたが、その後、さまざまな民意が沖縄で示されている。民進党になったので、沖縄政策については、アメリカ側としっかり対話すべきだ」と述べました。
産経新聞2016.9.11 22:15更新 
【民進党代表選】３候補の全国遊説終了　蓮舫氏「自分らしく生きられる社会を」　前原誠司氏「安倍晋三首相の暴走止める」　玉木雄一郎氏「支え合い、力を発揮できる日本に」
　民進党代表選（１５日投開票）に立候補した蓮舫代表代行、前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長は１１日、さいたま市内と東京都内でそれぞれ街頭演説と候補者討論会を行い、党代表選挙管理委員会が主催する全国１０カ所の遊説を締めくくった。
　都内での討論会で、蓮舫氏は、子育てや雇用などに国民が不安を抱いている現状に関し「こんな不安な、悪循環が『自己責任』（という言葉）で放置されていたことに対して、ものすごい怒りを覚える」と強調。「男でも女でも、家庭を持って子供を育てられ、自分らしく生きられる社会をつくる政党のトップに立ちたい」と支持を呼びかけた。
　前原氏は次期衆院選を念頭に「安倍晋三首相がこれは、と思って解散するときには、われわれは本当に焼け野原になる可能性がある」と危機感をあらわにした。その上で首相の経済政策「アベノミクス」を批判し、「命がけで私が先頭に立って、安倍の暴走を止めるために頑張る」と決意表明した。
　玉木氏は出馬の理由について「民進党を根っこから変えたい」と改めて説明。集まった地方議員や党員、サポーターらに向けて「みなさんの力を足し合わせて、足し合わせた以上の力を出せる民進党に変えていきたい。人が支え合うことによって力を発揮できる、希望にあふれた日本をつくりたい」と訴えた。
民進党員・サポーターの思いは　「野党共闘継続」「強い発信力を」

東京新聞2016年9月11日 朝刊

 　民進党代表選（十五日投開票）に立候補している蓮舫代表代行、前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長の三氏は十日、札幌市で街頭演説や討論会を行った。安倍政権に対抗するため、野党共闘のあり方が焦点となる中、四月の衆院北海道５区補選や七月の参院選で野党共闘を実現させた北海道の党員やサポーターは、どのような思いで三候補の訴えを聞いたのだろうか。　（我那覇圭）

　討論会に参加した余市町の党員佐藤敏さん（８３）は野党連携を巡り、共産党との協力に「抵抗感はある」と語った。ただ、参院選北海道選挙区で野党候補が定数三のうち二議席を獲得した成果を評価。「巨大与党に対抗するためまとまる必要がある」として、共闘継続を求めた。

　小樽市の党員池田隆一さん（７１）は、前身の民主党政権当時に千人以上いた地元サポーターが半減したと指摘。安倍政権による安全保障関連法成立などへの反発から民進党への支持は回復しつつあるといい、「新代表は強い発信力で対決姿勢を打ち出してほしい」と望んだ。

　街頭演説を聞いた札幌市の党員女性（４７）は、心と体の性別が一致しない性同一性障害の当事者だ。民進党は多様性や個人の尊重を政策に掲げているとして「性的少数者も職場で受け入れられる社会環境の整備を進めてほしい」と語った。同市のサポーター男性（７１）は「地方組織の強化にもっと力を入れるべきだ」と注文した。

　代表選は国会議員、地方議員、党員・サポーターなどが投票しポイント換算。全八百四十九ポイントのうち、地方議員と党員・サポーターの合計は四百三十七ポイントで過半数を占め、地方票が勝敗の鍵を握る。
民進党代表選 各陣営 終盤戦へ支持拡大に全力
ＮＨＫ9月12日 6時06分
民進党の代表選挙は、全国各地で行ってきた党主催の街頭演説や討論会が１１日で終わり、各陣営は、今週１５日の臨時党大会に向けて、まだ態度を明確にしていない国会議員などへの働きかけに全力を挙げることにしています。
今月２日に告示された民進党代表選挙は、蓮舫代表代行、前原元外務大臣、玉木国会対策副委員長の３人が立候補し、全国１０か所で党主催の街頭演説や討論会を行うなど論戦を繰り広げていて、１１日は、東京・池袋で最後となる街頭演説が行われました。
蓮舫氏は、「税金を納めた分、行政サービスが返ってくる社会を作りたい。民進党が皆さんに訴えたい社会は、人に投資をする社会だ。そのことで持続可能な社会保障制度ができる」と訴えました。
前原氏は、「自民党型の自己責任社会を変えなければならない。それぞれが応分の負担をして、みんなが受益者となり、安心を紡いでいくという分断をなくす社会を作ろう」と訴えました。
玉木氏は、「民進党を根っこから変えて、国民の信頼をもう一度取り戻し、自民党にかわる受け皿を作らなければならない。新しく生まれ変わる民進党の先頭に立つ覚悟だ」と訴えました。
民進党の代表選挙は、１３日、地方議員と党員・サポーターの郵便での投票が締め切られたうえで、今週１５日の臨時党大会で、国会議員と▽国政選挙の公認候補予定者が投票を行うことになっていて、各陣営は、今後、まだ態度を明確にしていない国会議員などへの働きかけに全力を挙げることにしています。
務台政務官、水たまりでおんぶ　被災地視察で長靴履かず
朝日新聞デジタル2016年9月11日05時03分
　今村雅弘復興相は１０日、台風１０号の豪雨被害を受け、岩手県岩泉町を視察に訪れた務台俊介・内閣府政務官兼復興政務官が、政府職員におんぶされながら被災現場の水たまりを渡っていたことを認め、陳謝した。
　今村復興相はこの日、同町を視察に訪れ、伊達勝身町長と会談後、報道陣の質問に答えた。「その話を聞いて『何やってんだ』と叱責（しっせき）した。私からもおわび申し上げる。申し訳ありませんでした」と述べ、頭を下げた。
　務台政務官は１日、政府調査団の団長として同町を視察したが、入所者９人が亡くなった高齢者グループホーム「楽（ら）ん楽（ら）ん」では、長靴を履いていなかったため、随行した職員におんぶされて水たまりを渡った。その姿が一部のテレビで報じられ、インターネット上で「みっともない」「何しに来たんだ」などの批判を集めていた。今村復興相によると、務台政務官は「そこまで気が至らなかった」と反省していたという。
日米共同訓練 　陸自・あいば野演習場で始まる　滋賀・高島
毎日新聞2016年9月11日　20時12分（最終更新　9月11日　21時35分）
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訓練の開始式に参加する米兵ら＝滋賀県高島市で２０１６年９月１１日午後１時１５分、田辺佑介
　陸上自衛隊と米陸軍による日米共同訓練が１１日、滋賀県高島市の陸自・あいば野演習場で始まり、開始式があった。２１日までの１１日間で銃器や戦車による射撃や、ヘリコプターを使った負傷者搬送などの訓練をする。 
　陸自第３６普通科連隊（兵庫県伊丹市）や米陸軍第２７歩兵連隊（ハワイ州）を中心に、計約１３５０人が参加。実動訓練では侵入してきた敵の部隊を日米が共同して防ぎ、排除するとの想定で行う。 
　開始式では陸自の角南良児・第３師団長が「それぞれが与えられた任務を果たし、訓練を通じて日米同盟が実効的かつ強固になるよう期待する」と訓示。また、ジェームズ・Ｆ・パスカレット在日米陸軍司令官が「太平洋地域では複雑な状況が続いている。日米同盟は地域の安全保障の基盤であり、今回の訓練はさらに重要となっている」と述べた。【田辺佑介】 
日米共同訓練「即刻やめよ」　滋賀で市民ら反対集会

京都新聞2016/9/10 22:209/11 00:03updated

[image: image25.jpg]777777 MmOy
UL E )



陸自あいば野演習場での日米共同訓練の中止を訴えてデモ行進する参加者（高島市今津町） 

　滋賀県高島市の陸上自衛隊あいば野演習場で行われている日米共同訓練に反対する集会が10日、同市今津町の住吉公園で開かれた。今夏の参院選沖縄選挙区から米軍基地建設反対を掲げて初当選した伊波洋一氏や、近畿の市民グループなど約400人（主催者発表）が参加し、デモ行進などで共同訓練の中止を求めた。

　「フォーラム平和・関西ブロック」と「2016あいば野に平和を！近畿ネットワーク」が主催した。同ネットワークの野坂昭生代表が「集団的自衛権の行使を前提にした訓練は即刻、やめるべきだ」と訴えた。

　伊波議員は「日米軍事演習は日本での戦争を想定している」とし、「アメリカに追随し、命を守れるのか問われている」と述べた。

　集会では、「琵琶湖を軍靴で汚すな、未来ある若者を海外の戦場に送るな」との決議文を採択した後、参加者がシュプレヒコールを上げて、今津町内をデモ行進した。

　11日午後0時45分にも同公園で、ふるさとをアメリカ軍に使わせない滋賀県連絡会が主催する「戦争法廃止・日米合同演習反対　9・11あいば野大集会」が開かれる。

　日米共同訓練は陸自と米陸軍の計約1350人が参加し、8月29日から今月21日まで行われ、11日は訓練開始式が開かれる。

「硫黄島の歴史を後世に」元島民が本にまとめる
ＮＨＫ9月11日 15時13分
太平洋戦争末期の激戦地、小笠原諸島・硫黄島の元島民らの集会が開かれ、島の歴史を後世に伝えようと、８年がかりで記録や写真をまとめた本が完成したことが、報告されました。
集会は、硫黄島の元島民やその子どもらで作る「全国硫黄島島民の会」が川崎市のホテルで開いたもので、関係者ら１００人余りが出席しました。集会では、島の歴史を後世に伝えようと、会のメンバーが中心となって、およそ８年がかりで記録や写真をまとめた本が完成したことが、報告されました。
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本では、戦前は、１２００人が暮らし、農業や漁業で栄えていたものの、太平洋戦争末期にアメリカ軍の激戦地となり、島民の大半が強制的に疎開させられたことや、昭和４３年に日本に施政権が返還されたあとも自衛隊の基地が置かれ、島民の帰還が実現していないことなどが書かれています。島民の会では、この本を全国およそ１５０の公立図書館に送るということです。島民の会の寒川蔵雄会長は「本を通じて硫黄島の歴史や現状について、多くの人に知ってもらいたい」と話していました。
「９・１１」後、決定的に欠けたもの…中東研究者ら語る
朝日新聞デジタル高野裕介2016年9月11日22時54分

会場からの質問に答える研究者ら＝１１日、東京都内、高野裕介撮影
　米同時多発テロ事件から１５年となる１１日、湾岸諸国やイラク、シリア、パキスタンを研究する専門家らが東京都内で講演し、混乱が続く中東情勢などについて語った。会場からは日本が担うべき役割や、過激派組織に関する質問が投げかけられた。
　「９・１１」後、米国はアフガニスタン、イラク戦争へと突き進んだ。千葉大学の酒井啓子・法政経学部長は「９・１１後に決定的に欠けているのは、外交による解決。物理的に相手を倒す選択肢が優先され、外交が後回しになっている」と批判。「軍事優先はおかしいと声をあげることが、日本のとるべき立場だ」と主張した。
　過激派組織「イスラム国」（ＩＳ）について、日本エネルギー経済研究所の保坂修司・研究理事は、米ロの空爆により支配地域は減少したものの、反比例するように世界各地で共鳴者によるテロが起きていると指摘。「実行犯は必ずしもイスラム教に詳しいわけではなく、中枢メンバーでもない。指導部の統制外でテロが起き、危惧すべき問題だ」と話した。
　東京外国語大学の黒木英充教授は「対テロ戦争が続いていく限り、（テロや戦争は）いつどこでも起こりうる。日本は完全に巻き込まれている」と語った。保坂氏は「もはやひとごとではなく、ＩＳやアルカイダが日本をどう見ているかをしっかりと認識する必要がある」と警鐘を鳴らした。（高野裕介）
＜米軍ヘリパッド＞ヘリで重機搬入　2日連続

沖縄タイムス2016年9月11日 09:22

　沖縄防衛局は１０日、東村高江周辺の米軍ヘリパッド建設のため、２日連続で民間ヘリを使って重機を搬入した。反対する市民は毎週土曜日の大規模行動を開き、約３００人が結集。陸上では工事車両や作業員の出入りはなかった。



Ｇ・Ｈ地区に重機を運ぶヘリ＝１０日午後２時４２分、国頭・東村境（阿部岳撮影）

　空輸は午後２時半ごろから約２０分間で、前日と同じ計５回。すでに工事が進んでいる建設予定地Ｎ１地区から、今後本格化するＧ・Ｈ地区へ向かった。パワーショベルは分解し、アームの部分と車体部分に分けて運んだ。

　一方、市民側は午前６時から高江周辺に集まり、建設資材の土砂を積んだダンプや作業員が来るのを警戒。Ｎ１地区南側の県道７０号高江橋では集会を開いた。

　北側の国頭村安波でも約３０人が集まり、警察のバスなど１２台の車列が接近すると路上に車を止めて行く手を阻んだ。機動隊員が車を道路脇に移動させても、またその先に止めることを繰り返し、合計４時間ほど足止めした。

　水曜日と土曜日の大規模行動はこの日で３回目。１回目だった３日に続いて、工事車両や作業員は姿を見せなかった。

　抗議行動に参加した女性（６１）は、重機をつり下げたヘリを下から目撃。「国は本気なんだという恐怖、ざまあみろとばかにされたような怒り」を覚えたという。「それでも、今日みたいにたくさん人が集まって陸上の車を止めれば工事は進まない。しょんぼりしている場合じゃない」と語った。

　沖縄平和運動センターの山城博治議長（６３）も「あんな小さな重機をいくら運んでも、大した作業はできない。今日は陸上の輸送を止めたことで圧勝と言っていい」と力を込めた。

沖縄・ヘリパッド資機材空輸　「ここまでやるか」怒る市民

東京新聞2016年9月10日 朝刊

	 市民が抗議する中、警察車両を先頭に、土砂を積んだ大型車両が米軍北部訓練場のゲートへと向かう＝９日午前、沖縄県東村で
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　沖縄県東村と国頭（くにがみ）村にまたがる米軍北部訓練場のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設を巡り、沖縄防衛局は九日、民間の大型特殊ヘリを投入し、訓練場内で工事用の重機や部品などを空輸した。ヘリパッド建設に関わる作業に民間ヘリを使用したのは初めて。　（琉球新報取材班）

　東村高江の工事現場前で、建設に反対する市民らが座り込みなどを展開し、機動隊とのもみ合いでけが人も出ている。同村の伊集盛久（いじゅせいきゅう）村長が、高江集落内の村道を工事車両が通らないよう求める中、政府は工期の遅れを回避するため、地上輸送から空輸へ切り替えた。

　この日は訓練場内の資材置き場からヘリパッド予定地に空輸するなど、約一時間で五回実施。環境影響評価検討図書によると、空輸は一日五回以下で、計二十回とされており、残りは十五回となる。

　防衛省関係者によると、天候にも影響を受けるが、早ければ一週間で運搬作業は完了する。民間ヘリで運べない重機があれば、自衛隊機の使用も検討する。

　ただ、自衛隊機による輸送は、当事者の自衛隊からも抵抗が強い。ある防衛省幹部は「自衛隊は不発弾の撤去や急患の輸送などで、少しずつ支持を得てきた部分もある。工事に協力すれば『米軍と一体化』など批判の矛先が向かいかねない」と懸念する。

　沖縄平和運動センターの山城博治議長は、この日のヘリ輸送について「ここまでやるか」と政府を批判。「悔しさはあるが、私たちの運動が政府を追い込んでいるということだ。作業員を入れさえしなければ、建設工事は進められない」と話した。

　◇　

　沖縄県の翁長雄志（おながたけし）知事は出張先の東京都内で記者団に「事前に十分な説明もなく、一方的に工事を進めようとする政府の姿勢は到底容認できない」と述べた。

　＜米軍北部訓練場のヘリパッド建設＞　日米両政府は１９９６年、米軍北部訓練場の約半分にあたる４０００ヘクタールの返還に合意。ただ、返還敷地内にある６カ所のヘリパッドを、残る敷地内へ移設することを条件にした。移設先の東村高江の住民らは、ヘリパッドで運用が予定される新型輸送機オスプレイの騒音などを懸念。訓練場前で座り込みを行うなど、抗議活動を続けている。
警察庁、派遣要請前に準備指示　米軍ヘリパッド建設の機動隊警備　沖縄県公安委の決定前日、関係都府県へ文書で

琉球新報2016年9月11日 05:00 
　米軍北部訓練場（沖縄県東村・国頭村）のヘリパッド建設に伴う県外機動隊による警備を巡り、沖縄県公安委員会が派遣要請を決定する前日の７月１１日付で、警察庁警備課長が関係都府県警本部長などへ宛て、派遣態勢に万全を期すよう呼び掛ける文書を発出していたことが９月１０日分かった。沖縄県警は取材に対し、県外からの派遣要請には警察庁への事前連絡が警察法で定められているとしているが、翁長雄志知事も「過剰警備」と指摘する今回の警備態勢を巡り、知事が任命する県公安委の判断の前に実働部隊間で派遣が事実上指示されていた。公安委の独立性が問われかねない事態が浮き彫りになった。
　[image: image30.png]



機動隊車両がふさいで一般車両が通れないようにした県道７０号＝１０日午前、東村高江のＮ１地区ゲート前
文書は「沖縄県警察への特別派遣について（通知）」と題し、警察庁警備局警備課長から関係管区警察局広域調整部長、警視庁警備部長、関係府県警察本部長宛てに２０１６年７月１１日付で出された。「沖縄県公安委員会から関係都府県公安委員会あて要請が行われる予定であるが（中略）派遣態勢に誤りなきを期されたい」と県公安委の決定前の通知でありながら、派遣を前提に部隊規模などを明示している。
　派遣部隊は、具体的に警視庁と千葉県警、神奈川県警、福岡県警、愛知県警、大阪府警と指示されている。さらに派遣期間と各部隊の人員も指定されているが、公開文書では黒塗りで非開示とされている。
　警察庁文書発出の翌日７月１２日には沖縄県公安委の援助要請が決定、同日付で各都府県公安委宛てに出された。
　沖縄県公安委は３人で構成され、県知事が県議会の同意を得て任命している。事務方は県警職員が務める。７月１４日の定例会では、企業と県警の防犯活動覚書締結や、交通安全子供自転車県大会、那覇市内の乳児遺棄事件などが報告されている。
　県公安委員会は本紙の取材に対し、県警と警察庁とのやりとりについては、事前調整を定めた警察法６０条２項に基づき「県警と警察庁で必要な調整をしているものと承知している」と答えた。
　２０１２年版警察白書では、公安委員会制度の設置理由について「強い執行力を持つ警察行政について、政治的中立性を確保し、運営の独善化を防ぐため」と紹介している。
　警察法６０条２項は、派遣の要求には「あらかじめ（やむを得ない場合においては、事後に）必要な事項を警察庁に連絡しなければならない」と定めている。
沖縄県公安委の審議、形骸化　全国機動隊派遣の警察庁事前指示　警察内部で根回し

琉球新報2016年9月11日 05:01 
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沖縄県公安委員会の派遣要請決定前日となる７月１１日付で警察庁から各都府県警などへ宛てられた「特別派遣」の文書（左）と、県公安委の７月１２日付文書
　米軍北部訓練場（沖縄県東村・国頭村）のヘリパッド建設に伴う県外機動隊の派遣を巡り、沖縄県公安委員会が派遣要請を決定する前に、警察庁が関係都府県警などへ事実上の“派遣指示”を出していた。警察法で警察庁への事前連絡が義務付けられているが、従来のサミットなどとは違い、県知事も「過剰警備」と指摘する米軍施設建設に伴う警備なだけに、派遣には慎重な判断が求められるはずだ。ヘリパッド建設を進める政府の強硬姿勢が背景にある機動隊派遣を巡り、政治的に中立なはずの県公安委の審議が形骸化していないか懸念される。
　要請は、県警警備第２課実施第２係の警部補が要請前日の７月１１日付で起案した。起案文の件名は「警察職員の援助要求について」とし「みだしの件について、別添のとおり援助要求してよろしいか伺います」と判断を請う内容となっている。一方、同じ１１日には既に警察庁から関係都府県警への事実上の派遣指示が出ている。
　起案は翌日の７月１２日付で県公安委員長と２人の県公安委員が印鑑やサインをして決裁。県公安委の要請決定と、各都府県公安委への派遣要請文の発出は同じ１２日付。決定と同時に各県に依頼を出した格好だ。
　警察法は派遣要請に際し、県公安委が「あらかじめ必要な事項を警察庁に連絡しなければならない」と定めている。県公安委は取材に、事前調整について「県警と警察庁で調整していると承知している」との見解を示した。県公安委員不在の中、実働の警察サイドだけで根回しを進めていたことになる。
　県警は従来の派遣要請と同じ対応と強調するが、サミットや天皇来県などのイベントと、今回の米軍施設建設に伴う派遣要請では県知事の姿勢が全く異なる。
　東村高江などヘリパッド建設の現場周辺では、県外機動隊が投入されて県道が封鎖されるなどの異例の事態が連日起こっている。
　これに対し翁長雄志知事も「機動隊を５００人とも８００人ともいわれる形で動員すれば過剰警備であることは間違いない」と指摘。県公安委の要請に伴う派遣であることにも「大変忸怩（じくじ）たるものがある」と述べた。
　県公安委員は現場の混乱を直接視察し、承認した派遣要請を見直す時期に来ているのではないか。（滝本匠）
県外機動隊の燃料費、沖縄県警が負担　高速道路や修理費も

沖縄タイムス2016年9月11日 05:25

　東村高江周辺の米軍北部訓練場ヘリパッド建設工事に伴い、県外から派遣された５００人規模の機動隊が使う給油や高速道路代などの費用を、沖縄県警が負担していることが沖縄平和市民連絡会などの情報公開請求で１０日までに分かった。



拡大する
機動隊の車両（東村高江）

　公開された文書は７月１２日付で、沖縄県警本部長が警察庁警備局警備課長や関係都道府県警察警備部長などに宛てたもの。

　沖縄に部隊を派遣する際の車両搬送は「燃料満タンで出発されたい」とした上で、「出発港までの間に給油する際は沖縄県警が発行する給油カードを提示して給油すること」と記載。入県後は「沖縄県警契約の給油所１８店舗で、県警発行の給油伝票を提示して給油すること」と説明している。

　高速道路の利用は「県警発行の高速券を使用すること」とし、車両故障などの修理費用についても「本県（沖縄県）で負担する」としている。

　また、文書に添付されていた「援助要求人員・派遣期間および帯同車両一覧表」には警視庁と大阪府警、千葉、神奈川、愛知、福岡の各県警からの部隊が示され、人員や派遣期間、帯同車両などは黒塗りされ、不開示となっていた。

　平和市民連絡会は９日、県外から派遣されている機動隊員の撤退決議を求める陳述書を県議会に提出。機動隊の派遣で県が支出した金額の詳細を調査し、公表することを求めた。城間勝事務局長（７１）は「琉球処分にも匹敵するような県民弾圧のために、県民の予算を使うなどとんでもない。屈辱だ」と憤った。

　情報公開請求に関わった北上田毅さん（７０）は「県議会の場で援助要求の経緯を明らかにし、県外機動隊を一日も早く帰らせるようにしてほしい」と審議に期待した。

　一方、県警関係者は「サミットなど、他の派遣要請の時も同様の対応を取る。受け入れ先が経費を負担するのは一般的なこと」との認識を示した。

県内米軍施設　英側、合同訓練認める　外務省「問題ない」

琉球新報2016年9月11日 10:32 
　【東京】英国海兵隊の将校２人が米軍キャンプ・シュワブ、ハンセンで米海兵隊の訓練に参加していたと報じられた問題で、外務省に英側から事実関係を認める回答があったことが１０日までに分かった。英軍兵は過去にも行われている米英間の隊員交換プログラムの一環で米軍の一員として訓練に参加しており、外務省は「日米安保条約上の問題はない」との見解を示した。一方、日米地位協定の適用対象にもならないため、被害者救済の面で空白が生じる可能性もある。
　安保条約は第三国の軍隊や兵士が国内の米軍基地を訓練目的で使用することを禁じている。１９７１年１２月の参院本会議でも、福田赳夫外相（当時）が「第三国人に対して提供するものではない」と米軍以外が米軍施設で訓練することを禁じる答弁をした。
　ただ外務省は「いかなる態様でも条約で禁じられているわけではなく、個別に判断されるべきだ。英国軍が訓練すれば駄目だが、米軍の活動であれば安保条約に基づくものだ」として、英軍兵が米軍の一員として活動する今回のケースは許容されると主張した。
仲井真前知事が翁長知事を批判「政府と溝をつくっている」

沖縄タイムス2016年9月11日 05:19

　１０日に那覇市内で開かれた西銘恒三郎衆院議員（自民）の政治資金パーティーに出席した前知事の仲井真弘多氏が、壇上でのあいさつで翁長雄志知事の県政運営を「政府との溝を深めている」などと批判する場面があった。



西銘恒三郎衆院議員のパーティーであいさつする仲井真弘多前知事＝１０日、那覇市・パシフィックホテル沖縄

　西銘氏を激励しつつ、話の半分は翁長知事の県政運営批判に。自らの知事時代に政府の沖縄振興予算３千億円台を確保しただけに「（振興予算の）概算要求が去年より減っても恥じない。こんなことでは仕事はできない」と厳しい口調。名護市辺野古の新基地建設に反対する翁長知事の姿勢を念頭に「日米の安全保障、同盟は賛成だと言っておきながら、ひびが入っていいというような矛盾するようなことを言っている」とも。

　最後には「県民は（翁長県政の）抽象的なパフォーマンスに、ある瞬間は心を動かされたかもしれないが、何も改善していない。自民党が元気を出して」と県政奪還に期待。現職時代と変わらぬ雄弁ぶりに会場からは「私たちの知事は、やはり仲井真さんだ」と声が上がる一幕も。
しんぶん赤旗2016年9月11日(日)

米基地、災害対策に障害　沖縄県土木建築部　赤嶺議員ら聞き取り

	[image: image34.jpg]



（写真）土木建築部（右側）から説明を受ける赤嶺衆院議員（左から４人目）と党県議団＝９日、沖縄県議会


　米軍基地の存在が障害になって災害対策など河川や道路事業に大きな遅れが出ている問題で日本共産党の赤嶺政賢衆院議員と党沖縄県議団は９日、県土木建築部から説明を受けました。

　宮城理土木建築部長は、浦崎唯昭副知事が７日に沖縄防衛局の中嶋浩一郎局長、外務省の川田司沖縄大使、在沖米国総領事館のジョエル・エレンライク総領事にたいし、氾濫対策が急がれるキャンプ瑞慶覧（ずけらん）の白比川（しらひがわ）、キャンプ・ハンセンの億首川（おくくびがわ）や、交通渋滞解消が切実なキャンプ桑江の県道２４号バイパスなど１４事業を挙げ、返還の迅速化や返還前の現地調査と工事着手について要請したと述べました。

　これらは赤嶺議員や党県議団が一貫して取り組んできた県民にとって切実な課題です。

　白比川は、氾濫を繰り返し、転落防止のフェンスが倒れたり、川のそばの町道がひび割れを起こしたりして、県が河道拡幅工事を急いでいる河川です。ところが、米軍施設が工事区域にひっかかるとして、アメリカ側の合意が得られず、工事が難航してきました。

　赤嶺議員が衆院沖縄・北方委員会で、返還前にも治水工事ができるよう求め、江渡聡徳防衛副大臣（当時）が「返還の前の段階で工事ができるよう努力している」と答弁した経緯があります。

　赤嶺議員は、防衛省は県の要請にしっかり応えるべきだとしつつ、白比川、億首川の治水対策は、緊急を要する問題であり、副大臣の答弁をしっかり実行させるべく引き続き国に求めていくと話しました。

　北谷（ちゃたん）町の県道２４号バイパス工事は、昨年９月に日米が締結した環境補足協定のため立ち入り調査ができないでいます。

　同協定締結の際、安倍晋三首相は「事実上の地位協定の改定を行うことができた」と成果を強調していました。

　赤嶺議員が「環境補足協定ができて、基地への立ち入りがやりやすくなるというのが政府側の宣伝だったが」と尋ねると、宮城部長は「スキームができていないからと断られている」と述べ、手続きが明確になっていないため、環境補足協定によってかえって事業が遅れる原因になっていることを明らかにしました。

隠しカメラ「人権への配慮なされず」　大分県警が回答
朝日新聞デジタル2016年9月10日18時30分
　大分県別府市で労組「連合大分」の支部などが入る建物の敷地に県警別府署員がビデオカメラを設置した問題で、連合大分は１０日、県警から質問状の回答があったと発表した。県警は、誰でも承諾なく撮影されない自由があり、人権尊重への留意を指導してきたとする一方で、今回は「配慮が全くなされていなかった」とした。
　連合大分は８月、プライバシー侵害に対する見解などをただす質問状を県警に提出していた。
隠しカメラ事件でオンブズマン　住民監査請求へ 
大分合同新聞2016年9月11日


隠しカメラ事件に関し、県警に質問書を提出したことなどを報告するおおいた市民オンブズマンの永井敬三理事長＝１０日、別府市

　別府署の隠しカメラ事件を巡り、おおいた市民オンブズマンは１０日、別府市で市民集会を開き、使用したカメラのリース料や設置に関わった捜査員の人件費などの返還を求め住民監査請求をする方針を明らかにした。一方、カメラが設置された敷地の建物に地区組織が入る連合大分は同日、設置の経緯などを明らかにするよう県警に求めていた公開質問状の回答をホームページ上で公表した。
　別府市南部地区公民館であった市民集会には、大分、別府の両市などから市民ら約２０人が集まった。
　オンブズマンの永井敬三理事長は、県警に対して事件に関する書類の情報公開を請求していることや質問書を提出したことなどを報告した。「県警は違法かつ不必要な捜査により無駄な出費を発生させ、県民に損害を与えた」と指摘。近く、住民監査請求する考えを示した。県個人情報保護条例違反に当たるとして、大分地検に告発を検討していることも明らかにした。
　参加者からは「警察の監視体制が強まっているのではないか。国民的な議論を展開する必要がある」「政治的な意図もうかがえ、憤りを感じる」「県警は組織的な関与を否定したまま、早期の幕引きを図ろうとしている。一人でも多くの県民に興味を持ってもらい、業務全般を調べる事務監査請求を実現できないか」などの意見が出た。
　無断撮影された労組関係者も出席。「カメラを見つけたのは参院選の公示直後。選挙運動への悪影響も懸念され、マスコミ報道されるまでどう対応すればいいのか分からなかった」と述べた。
　永井理事長は「再度、集会を開き、事実関係や事件が起きた原因を究明したい」と話した。
＜社説＞　県外機動隊経費負担　政治的中立とは程遠い

琉球新報2016年9月11日 06:02 
　北部訓練場で警備に当たる警視庁や大阪府警などの機動隊に、給油代や高速道路代など現地での経費を沖縄側が負担していたことが分かった。抗議の市民に負傷者が出るなど暴力的な警備をする各地の機動隊は、土足で沖縄に踏み込んだだけでなく、県民の税金である公費まで使用している。市民感情からして納得のいく話ではない。
　沖縄平和市民連絡会が開示請求した公文書で明らかになった。文書は沖縄県警が各都道府県警に宛てたもので、車両の修理経費も沖縄県警が負担するとしている。
　県民と対峙（たいじ）し、批判も多い北部訓練場での警備に対し、公金を支出するのが果たして適切なのか。県警本部長と県公安委員会の各委員は県民に説明する義務がある。
　北部訓練場の警備に当たり、各都道府県警への援助要求は県公安委が出したものだが、起案したのは県警だ。県公安委は、県警の案を追認し、政府のヘリパッド建設強行に加担したといえる。
　県公安委のホームページには次のように書かれている。
　「公安委員会は、警察行政に県民の方々の意見を反映させながら、警察の民主的な運営と政治的な中立性を確保するために設置されており、警察を管理する機関として大きな役割を果たしています」
　住民意見を反映し、政治的中立性を保つのであれば、現在、北部訓練場の周辺で起きている暴力的な警備をやめさせ、応援の機動隊の撤退を県公安委は決定すべきだ。法的根拠すら曖昧な検問や抗議する市民との衝突によって周辺住民の生活にまで悪影響を及ぼしている。県公安委の各委員が現状をどう見ているのか示してもらいたい。
　北部訓練場のヘリパッド建設は、同訓練場の過半の返還という「アメ」を見せ、米軍の機能強化を図ることが目的にある。
　しかもヘリパッドは東村高江の集落を取り囲むように建設される。生活環境の悪化だけでなく、ヘリ墜落の危険が増す高江住民が反対するのは当然である。混乱のそもそもの原因は住民の意思を無視したヘリパッド建設にあるのだ。
　警備体制を見直せば済む問題ではない。豊かな森が残る本島北部は１５日に国立公園として正式に指定される。政府が行うべきは北部訓練場の全面返還による自然保護であり、さらなる負担を押し付ける基地機能強化ではない。
社説　［派遣機動隊の移動費］県警負担の説明必要だ

沖縄タイムス2016年9月11日 09:00

　東村高江周辺の米軍北部訓練場のヘリパッド建設に伴い、６都府県から派遣されている機動隊が県内を移動するために使うガソリンや高速代金などを県警が負担していることがわかった。

　派遣機動隊はヘリパッド建設に反対している市民らを強制排除するなど、けが人が続出している。反対決議を２度もしている高江区、建設を容認しながら混乱を懸念する伊集盛久村長は工事車両の村道通過を拒否。翁長雄志知事も「事前に十分な説明もなく一方的に工事を進めようとする政府の姿勢は到底容認できない」と批判を強めている。

　反対の声が高まる中で、過剰警備に県民の血税が使われるのは納得できない。この予算措置はどこでどうやって決まったのか。県警は決定過程を含め、機動隊が派遣された７月からこの間、どれだけの税金を支出したのか、明らかにすべきだ。

　６都府県公安委員会への要請は県公安委が行っているが、協議を開かず持ち回りで決裁している。議事録もない。あらかじめ沖縄県警から連絡を受けた警察庁が必要な調整を行ったと政府は説明するが、県議会に経緯の調査を求める陳情をした沖縄平和市民連絡会は警察庁が主導していると指摘する。この経緯も説明する必要がある。

　同連絡会が入手した文書によると、派遣機動隊は各地から出港するまでに沖縄県警の給油カードを提示して車両を満タンにする、県内では県警契約の１８店舗で県警の給油伝票を提示して給油する－ことを求めている。高速道路を利用する際は県警の高速券を使用することを明記している。

■　　　　■

　一方、沖縄防衛局は９日、民間のヘリコプターを使い、米軍北部訓練場内で、Ｎ１地区から重機や機材をつり下げ、Ｇ・Ｈ地区間を５往復した。市民らの抗議行動で工期の大幅な遅れを取り戻すため、ヘリで運ぶというなりふり構わぬ姿勢である。１０日も続行した。来年３月から６月まではノグチゲラなどの営巣期間に当たり、それまでに３地区の工事を完了させるのが至上命令だからである。

　防衛局は３地区同時に工事を進める計画を示していたが、市民らの反対に遭いＮ１しか着手できていない。工事の初期段階ではヘリによる運搬は全体で２０回程度、１日当たりの運搬回数は５回以下としており、今後もヘリの利用を念頭においている。

　大型資材の搬入に対応するため自衛隊ヘリも検討している。米軍側から飛行許可を得ており、現実味を帯びる。

■　　　　■

　陸上では機動隊が市民らを強制排除するばかりか、作業員を工事現場に近いゲートまで警察車両で送るなど公平中立を疑わせることをしている。空ではヘリで重機や資材を運ぶ。すべて米軍施設建設のためである。

　住民生活と豊かな自然環境が破壊される懸念には耳を貸さず、権力をむき出しにして何が何でも米軍にヘリパッドを提供しようとする日本政府の対米従属ぶりを如実に示している。安倍晋三首相が言う「できることはすべてやる」ことの姿がこれである。

社説　９・１１の教訓　寛容という勇気がいる
朝日新聞デジタル2016年9月11日（日）付
　１５年前の教訓はどこへ行ってしまったのだろうか。
　米国で、イスラム教徒の入国禁止を唱える人物が共和党の大統領候補になった。フランスなどでは、イスラム教徒の女性用水着を規制する動きが広がる。
　２００１年の同時多発テロ後もそんな空気が強まった。米国内でイスラム教徒に対する脅迫や嫌がらせが相次いだ。
　イスラムは敵ではない。当時のブッシュ大統領はそう語ったはずだったが、愛国と報復心にはやりつつ、米国は各地で対テロ戦争へと突き進んだ。
　「文明の衝突にしてはならない」との警鐘はもはや、声高には聞こえない。世界をテロの不安が覆うにつれ、「イスラム嫌い」が再燃している。
　９・１１の実行犯には中東の裕福な家庭に生まれ、欧米で教育を受けた若者もいた。近年のテロでも、欧米で生まれ育った若者の関与がめだっている。
　多感な彼らが、暴力の犠牲になる中東の人々に、差別や疎外感に苦しむ自らの境遇を重ね合わせて憎悪をたぎらせる。この構図も繰り返されている。
　どんな動機であれ、市民の命を奪うテロは許されない。
　一方で、「反テロ」に走るあまり、社会を息苦しくし、少数派や移民、若者らの孤立感を強め、新たなテロの土壌を生む現実にも目を向ける必要がある。
　ブッシュ氏はテロ対策を「戦争」と位置づけた。昨年のパリ同時テロでも、オランド大統領は「戦争状態」を宣言した。
　テロを防ぐためなら、人権や自由の多少の制限もやむをえない。令状のない拘束や通信傍受も許される。そんな風潮が各国の当局の行動に広まったのは、憂慮すべき事態だ。
　「対テロ」の看板は今や、人権を侵しかねない公権力の正当化にも用いられる。欧米では、イスラム教徒らが宗教や人種などを理由に監視の対象になる実態も露呈した。中東やアジアなどでは、対テロの名目で政敵や少数派への抑圧が続く。
　９・１１から１５年たった世界は残念ながら、暴力と憎悪の連鎖を断ち切れずにいる。どの国であれ自国の市民の安全を守ることは最優先だが、国内外の理不尽が生むテロの脅威は簡単に国境を越える時代なのだ。
　シリアやアフガニスタンなど各地の暴力の停止に、国際社会はもっと尽力せねばならない。
　そして、足元の暮らしの中にも目を転じよう。差別や抑圧の芽はないか。少数派や外国人らへの「寛容」という勇気を持っているか。その自問の責任が、９・１１の教訓でもある。
社説 　米同時テロ１５年　新たな連帯感を世界に
毎日新聞2016年9月11日　東京朝刊
　世界の変容に、改めて驚かされる。 
　１５年前のきょう、ニューヨークの超高層ビルが砂の城のように崩れ、ワシントン郊外の国防総省で黒煙が上がった。民間機を乗っ取って標的に突っ込んだ９・１１同時多発テロは未曽有の大事件であり悪夢だった。 
　悪夢は世界に広がった。２００４年のマドリード列車爆破、０５年のロンドン地下鉄爆破……。昨年以降はパリやブリュッセルなどでもテロが起き、アジアや中東・アフリカのテロで多くの日本人も犠牲になった。 
　この１５年、かつて米国民に同情した世界の人々は、テロが自分の問題であることを思い知らされた。 
　米国の意識も変わった。９・１１は国際テロ組織アルカイダのしわざと知ったブッシュ政権は０１年、アルカイダの拠点アフガニスタンへの攻撃を始め、０３年にはイラク戦争でフセイン政権を倒した。「地球規模のテロとの戦争」である。ネオコン（新保守主義派）の主張を入れて米国は力で世界を変えようとした。 
　その米国では近年、ネオコンが鳴りをひそめ、オバマ大統領は「米国は世界の警察官ではない」と公言した。他方、共和党の大統領候補トランプ氏は、民主党のオバマ大統領とクリントン前国務長官こそ過激派組織「イスラム国」（ＩＳ）の「共同創設者」だと主張する。 
　オバマ政権の中東政策の甘さが、アルカイダから分かれたＩＳの台頭を許したという論旨だろう。では、ありもしない大量破壊兵器を理由にイラクを攻撃したブッシュ大統領（共和党）の責任はどうなのか。トランプ氏は大統領選の対抗馬クリントン氏を批判したいようだが、何ともご都合主義的な発言である。 
　オバマ大統領の「脱警察官」発言もご都合主義のにおいがする。軍事作戦に慎重なのはいいが、中東の多くの国々は長年、米国の指導力に期待してきた。オバマ政権の一方的な“中東離れ″と優柔不断に見える態度が友好国を戸惑わせ、結束を失わせ、イスラム過激派を勢いづかせてきた傾向は否めない。 
　アルカイダの指導者は、９・１１のようなテロを「何千回でも」実行するとの声明を出した。テロとの戦いは長丁場だ。米国に必要なのは、なし崩しの“中東離れ″ではなく、世界の不安定要因であるシリア内戦や、この１５年ほとんど関与していない中東和平に真剣に取り組むことではないか。過激主義を生む土壌をなくすにはイスラム世界自身の努力も大切だ。 
　９・１１後の米国には宗教や文明を超えた連帯感があった。世界の多極化もあるにせよ、米国の迷走がその連帯感を失わせたのも事実だろう。米国は１５年前の初心に戻り、世界に新たな連帯の輪を広げてほしい。
川内原発　住民本位で検討尽くせ
朝日新聞デジタル2016年9月11日（日）付
　運転中の九州電力川内原発１、２号機（鹿児島県）を巡り、三反園訓（みたぞのさとし）・鹿児島県知事が２度にわたって即時停止を求めた問題は、九電が拒否の姿勢を崩さず、知事も即時停止は事実上断念する考えを示した。
　知事に原発の運転を止めさせる権限はないが、今春の熊本地震で住民の不安が高まったため、三反園氏は要請に踏み切った。一方の九電は、国の原子力規制委員会からお墨付きを得ているとの立場だ。それを止めることになれば他の原発への影響が必至なだけに、国の方針を背負っての拒否だろう。
　１号機は１０月、２号機も１２月に、定期検査で再び止まる。勝負はその後の運転再開時だ――。知事と九電の双方に、そんな思いもあるのではないか。
　今回の問題では両者の思惑や駆け引きが注目されがちだが、大事なのは住民の安全安心を高めることである。両者は住民本位で協議を続け、必要な対策を実施していく責任がある。
　これまでのやりとりで、知事は九電から、定期検査とは別に「特別点検」を行うこと、避難用の車両を増やし、避難道の改善を支援することなど、追加の安全対策を引き出した。だが、課題はなお山積している。
　避けて通れないのが、原発事故時の屋内退避の是非だ。
　国の指針は、放射性物質が外に漏れる危険性が高い場合、原則としてまず原発から５キロ圏内の人が避難し、５～３０キロ圏の人は自宅など屋内で待つことになっている。避難が集中して混乱する事態を避けるためだ。
　しかし熊本地震では震度７の大地震が連続し、多くの家屋が倒壊した。余震も続き、大勢の人が車中泊をしいられた。道路や橋、避難所も各地で壊れた。
　地震と原発の複合災害を考えると、指針に基づく避難計画は机上の空論ではないか――。熊本地震後、そうした不安が住民の間で広がり、三反園氏の要請につながったはずだ。
　「屋内退避」は、原発周辺の全国の自治体に共通する問題でもある。朝日新聞社がこの夏に行ったアンケートでは、回答した１５０余の自治体のうち、「不安がある」が４割を超え、「指針を見直す必要がある」も２割強に達した。
　三反園氏は近く、公約していた有識者組織「原子力問題検討委員会」を設ける。避難計画をはじめ幅広く課題を検証し、九電も真摯（しんし）に対応するべきだ。
　知事と九電は、これまでのやりとりを土台にして、全国での検討を引っ張る意気込みで議論を尽くしてほしい。
社説　川内停止再要請　三反園氏の煽動は理解できぬ

読売新聞2016年09月11日 06時00分

　確たる根拠がない不当な要求を拒否するのは、当然である。

　鹿児島県の三反園訓知事が、九州電力に対して川内原子力発電所の即時停止を再度求めた。九電は、「原子力規制委員会は停止する必要はないとの見解だ」として、今回も応じなかった。

　九電は、先月末の三反園氏の要請を受けて、特別点検を実施すると回答している。１０月６日以降に予定される川内原発の定期検査の際に、通常の検査に追加する。

　具体的には、原子炉の冷却水に水中カメラを入れて設備を点検するなど、１０項目を挙げている。地震の監視網を強化するため、周辺の観測点を１９か所から３０か所程度に増やす方針も打ち出した。

　安全性について、データを基に実証的に示す考えだろう。

　万一の際の住民避難に関しても、今回の回答で支援策を追加した。避難関連の道路に街路灯などを整備する。避難車両の提供台数を増やすことも盛り込んだ。

　再度の要請の理由について、三反園氏は前回同様、「周辺住民の安心・安全を確保する観点から」と主張するだけだ。川内原発のどこに安全上の問題があるのか、具体的に挙げていない。

　川内原発は再稼働後、異常なく順調に運転している。直ちに止める理由は何もない。

　知事自らが住民の不安をEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(せんどう),煽動)していないか。知見に基づかない理由で停止させようとしていないか。三反園氏の要求は、難癖と言われても仕方あるまい。

　そもそも知事には、原発を止める法的権限がない。一連の行動は、反原発派を意識した政治的パフォーマンスとしか映らない。

　電力需要が多いこの時期に、急に原発を止めれば、九電管内の電力供給は、余力がマイナス３％にまで落ち込む。地域の電力供給に重大な支障が生じる。

　供給の柱である火力発電所が今月から相次いで定期検査などに入っている。原発なしでは、電力供給は綱渡りの状態になる。

　稼働中の火力発電所が老朽化などでトラブルを起こせば、鹿児島県だけでなく、九州全域の経済活動に深刻な影響を及ぼそう。

　住民生活を守るため、知事にはエネルギーを安定的に確保する責任がある。三反園氏は、自らの行動が、地域のリスクを無用に高めることを自覚せねばならない。

　三反園氏は、川内原発の定期検査に合わせて、立ち入り調査を実施するという。冷静に現状を見極めることが、まずは大切だ。

しんぶん赤旗2016年9月11日(日)

主張　兵器研究助成１８倍　先端科学の軍事動員をやめよ

　防衛省は、２０１７年度予算案の概算要求で、大学や公的研究機関、民間企業に研究資金を提供し、研究者を兵器の研究開発に動員するための「安全保障技術研究推進制度」（研究推進制度）に１１０億円を計上しました。１６年度予算の６億円から、一気に１８倍へ増額させる重大な動きです。

軍拡競争に勝てる技術へ

　防衛省の研究推進制度では、１６年度までは１件あたり３年間で９０００万円を限度に１０件程度採択しています。１７年度の概算要求では、これとは別に、明確な上限額や採択件数は定めず、１件あたり５年間で数十億円規模の研究を複数件採択するとしています。

　巨額の札束を積み上げて、大学や民間企業が持つ最先端の科学・技術を軍事利用のために買い取ろうとするもので、税金を使った軍事動員と言わざるを得ません。

　桁外れの増額要求の背景には、安倍晋三政権の野望があります。

　その一つは、安倍政権がすすめる｢戦争する国づくり｣のために、他国との軍拡競争に打ち勝つのにふさわしい軍事技術を自衛隊が活用できるようにすることです。

　防衛省の概算要求と同時に発表された「防衛装備・技術政策に関する有識者会議」報告書（８月３１日）は、北朝鮮、中国、ロシアの兵器開発に対して、「将来にわたって『技術的優越』を確保」するために「研究開発を戦略的に実施すべき」だと強調しています。

　さらに、防衛装備の研究開発予算は、欧米諸国と比べて不十分だとして、「研究推進制度」の拡充を求めています。米国防総省の研究計画局（ＤＡＲＰＡ）の予算は３０億ドルにのぼり、米国の科学技術予算のうち半分は国防関連の研究開発に充てられています。防衛省は、米国のように、科学者を“戦争国家の下請け”として丸ごと取り込むことを狙っています。

　加えて重大なことは、日本でも軍拡競争を支える「軍産複合体」が構築されつつあり、そこに大学や公的研究機関を本格的に参加させることを企んでいることです。

　安倍政権は、２０１４年４月に武器輸出を原則解禁し、１５年１０月に軍需産業の育成・強化を図るために防衛装備庁を発足させました。これをてこに、産業を急速に軍事化し、「軍産複合体」の構築を加速する動きが強まっています。

　経団連は「防衛産業政策の実行に向けた提言｣(１５年9月)の中で､防衛産業の基盤強化のために、大学に対して「安全保障に貢献する研究開発に積極的に取り組むこと｣を求め､政府に｢研究推進制度｣の拡充を要求しています。「死の商人」への危険な衝動です。

平和のための研究こそ

　「軍学共同」の動きに関係者の批判が広がっています。日本学術会議の軍事研究を拒否した二つの決議(１９５０年、６７年)を受け継ぎ、軍事研究禁止を再確認する大学が、東北大、東京大、新潟大、京都大、広島大、琉球大などと相次いでいます。多くの大学では、安保法制反対の大学有志の会が集いを開くなどの運動もすすんでいます｡こうした中､｢研究推進制度｣の応募数は１５年度の１０９件から１６年度は４４件に半減しました。

　防衛省の「研究推進制度」は、憲法９条を持つ日本にとっては「百害あって一利なし」です。一刻も早く廃止し、平和のための研究の振興に力を入れるべきです。

社説　週のはじめに考える　「不条理な死」をなくす

東京新聞2016年9月11日

 　二〇〇一年の米中枢同時テロから十一日でまる十五年。約三千人が死亡し、日本人も二十四人が犠牲になりました。今も世界はテロにおびえています。

　米中枢同時テロで長男の杉山陽一さん＝当時（３４）＝を亡くした住山一貞さん（７９）は、９・１１になると毎年、「息子に会うために」（住山さん）、ニューヨークの現場グラウンド・ゼロを訪れます。陽一さんの声は聞こえないものの、どこかで見ていてくれるのを感じるそうです。

◆米中枢同時テロから１５年

　＜雨風に打たるるも不憫（ふびん）と思ひつつ／親子睦（むつ）める写真貼りゆく＞

　住山さんが詠んだ短歌です。事件直後、安否を求めてニューヨークの病院や街頭に、陽一さんの写真を掲示しました。

　銀行員だった陽一さんの勤め先があった世界貿易センタービルは倒壊。その瓦礫（がれき）は一カ所に集められ、遺体捜索と身元確認の作業が行われました。

　事件の翌年四月、陽一さんの遺骨が見つかったという知らせが遺族の元に届きました。百五十万トンの瓦礫の中から発見された遺骨はわずか数グラムでした。

　テロ犯人はいったい何者で、なぜあんな残虐行為をしたのか？

　住山さんはそれが知りたくて、イスラム教の聖典コーランを読んだり、事件に関する米独立調査委員会の報告書を翻訳もしました。

　事件の真相を知ることは、陽一さんの死の意味を理解することにつながります。

　なぜ、息子は死ななければならなかったのか、という重い問い掛けの答えを住山さんは探し続けてきました。テロ犠牲者の遺族は最愛の家族を失った悲しみとともに、その不条理さに苦しみます。

　「原理主義を実現するために、過激な行動に走る人が現れるのはある程度は避けられない。そんな人たちを監視する社会をつくらないといけない」

　住山さんが見つけた答えの一つがこれでした。

　米軍が一一年にウサマ・ビンラディン容疑者を殺害した際に、パキスタンの隠れ家で押収した文書が昨年五月、米当局によって公開されました。その中に妻に宛てた手紙もありました。

　「君はかけがえのない存在だ。私が死んだ後、再婚したければ反対はしないが、天国でも君を伴侶にしたい」

　「子どもたちをちゃんと育ててほしい。悪い仲間と付き合わないよう気をつけてほしい」

　多くの家族を引き裂いたテロ首謀者は、自分の家族にはあふれんばかりの愛情を注いでいました。

◆暴れ回る一匹おおかみ

　オバマ米大統領は七月、アフガニスタンに駐留する九千八百人の米軍を今年末までに五千五百人に減らす計画を見直し、来年も八千四百人規模の態勢を維持する方針を発表しました。

　反政府勢力タリバンなどのテロが多発しているためです。９・１１後に始めたアフガンでの対テロ戦争は、ベトナム戦争を抜いて米国の最も長い戦争になりました。

　一方、過激派組織「イスラム国」（ＩＳ）掃討作戦は、米国がイラク空爆に踏み切ってからこの八月で二年が経過しました。

　オバマ氏は八月、イラク、シリアでの退潮がＩＳに戦術転換を促したとの見方を示したうえで、軍事力だけでなく「暴力的過激主義を助長する社会的、政治的、経済的要因に幅広く対処しなくてはならない」と述べました。

　中東ばかりでなく、米国、フランス、バングラデシュなど世界中にテロは拡散。その多くがＩＳが関与したり、ＩＳに感化を受けた者の犯行とみられ、しかも摘発が難しい「ローンウルフ（一匹おおかみ）」型のテロです。

　イスラム国家建設に行き詰まったＩＳが、テロを域外にまき散らすことに重点を置きだした、と見るオバマ氏。人々が過激思想に染まる前に、テロの芽を摘む方策を講じようというわけです。

　国際労働機関（ＩＬＯ）によると、学業を終えて社会に出た十五～二十四歳の失業率が今年、三年ぶりに増加に転じそうです。失業者は世界中で七千百万人に達し、失業率は１３・１％になるとＩＬＯは予測しています。増加の理由は資源価格の下落による途上国や新興国の景気後退です。

◆過激主義育てる栄養源

　加えて、職があっても一日三・一ドル未満で暮らす若者、いわゆるワーキングプアは世界で一億五千六百万人に達します。

　圧政や腐敗と並んで、貧困は過激主義の栄養源です。社会の不公正を正し、民生を向上させる必要があります。

　それは息の長い取り組みですが、日本が貢献できる分野です。「不条理な死」がなくなるように、国際社会と協調していかなくてはなりません。
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